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開議 午前１０時００分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

○塩尻委員長 ただいまから、予算等審査特別委員会民生子育て文教分科会を開会いたします。 

 本日の出席委員は、ただいまのところ１５名であります。 

 よって、開議の定足数に達しましたので、これより会議を開きます。 

 なお、本日の会議に、菅原委員から欠席する旨の届出があります。 

 それでは、昨日に引き続き、議案第１４号の分担部分のうち子育て文教常任委員会所管分、議案

第１８号、議案第２０号、議案第３５号ないし議案第３８号の以上７件を一括して議題といたしま

す。 

 これより、質疑に入ります。 

 御質疑願います。 

○高見委員 おはようございます。 

 分科会質疑も、今日と明日の残り２日となりました。 

 今回の質疑は、社会教育部に、１事業だけなんですけども、１０款５項５目の文化施設等整備

費、文化ホール整備費なんですけども、これにつきましては、おととい、石川厚子委員からも質問

があったわけなんでありますけども、若干重複する部分があろうかと思いますけども、御了承いた

だきたい、かように思います。 

 今回の質問に関しては、ちょっと時間に追われることがないので、普通のスピードで質問してい

きたいと思っております。 

 それで、事業概要については、おととい、お話がありましたように、この８４８万６千円につき

ましては、基本計画策定支援委託費や検討会の開催に関わる報償費、また、先進事例調査に関わる

旅費などということで説明があったわけであります。 

 それで、事業概要はそういうことなんですけども、この文化ホール整備における基本計画の策定

に向けた取組の費用であるわけでありますけれども、この基本計画は一体いつまでにまとめる予定

なのか。石川厚子委員の質問の中では完成がいつ頃になるのかという質問もあったわけであります

けれども、この基本計画をいつまでにまとめる予定なのか、そして、これまでの経過についてもお

示しをいただきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 令和５年度に基本構想を策定後、令和６年度から基本

計画の策定に着手しておりまして、来年度末までの策定を目指しているところでございます。 

 これまでの経過としましては、当初は令和７年度に策定することを目指しておりましたが、若年

層やこれまで文化会館を利用したことがない方など幅広い市民意見を聴取することについて常任委

員会などから指摘を受け、意見聴取などに予定より時間を要したこと、また、検討会の議論におき

まして、施設の規模や内容の議論の前に機能、管理運営面についても議論が必要になったことか

ら、基本計画については丁寧に時間をかけて議論を行うこととし、策定期間を延長したところでご

ざいます。 

○高見委員 答弁いただきましたように、令和５年度に基本構想を策定した後、実質、令和６年度

から基本計画策定に着手して、来年度末までということで目指しているという答弁で、来年度末ま

でということになると、丸々３年近くの期間を要するということで、丁寧に時間をかけて議論を行
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うことが必要ということでの策定期間を延期したという答弁でありました。 

 この基本計画策定におきまして、検討会なるものが立ち上げられておりますけれども、この基本

計画策定に関わる検討会のメンバーの構成はどのようになっているのか、また、その中で、旅費で

あるとか、日当などの費用弁償等はどのようになっているのか、その点をお聞かせください。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 基本計画の策定に向けましては、１２名で構成します

市民文化会館整備基本計画検討会で議論しながら取組を進めております。 

 参加者の内訳ですが、公募市民の２名をはじめ、学識者、文化芸術、吹奏楽、合唱、演劇、そし

てユニバーサルデザインの関係者それぞれ１名のほか、経済分野とコンベンションの関係の方それ

ぞれ２名により構成されております。 

 また、各参加者への旅費、日当ですが、市内及び周辺町から参加いただいております方には、交

通費実費相当としまして検討会の参加ごとに２千円を支給しております。 

 なお、札幌市から参加いただいております学識者については、旭川市職員の旅費に関する条例に

基づきまして旅費を支給しまして、そのほか報償費として、他の自治体での同様の業務との公平性

を保つよう、所属する大学から要望を受け、１万円を支給しております。 

○高見委員 基本計画策定に関わる検討会メンバーということで御答弁をいただきました。 

 １２名の構成員ということで、私も構成員の記入表をちょっと見せてもらいましたけど、知り合

いの方も何名かおりました。そんな中で、御答弁いただきましたように、幅広いジャンルのメンバ

ー１２人で構成されているということで、旅費、日当等につきましては規定や要望に基づいて支給

しているということであります。 

 この基本計画策定に向け、来年度は検討会を何回程度開催する予定なのか、また、これまでの開

催状況も併せてお示しをいただきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 令和６年度より、基本計画策定のため、検討会を開催

しておりますが、令和６年度は、５回、検討会を開催し、建設する候補地について議論したほか、

決定した建設予定地を踏まえ、施設の在り方などについて議論を行ってまいりました。 

 今年度の令和７年度は、今月末に開催を準備している検討会を合わせて５回を予定しておりまし

て、イメージ模型を作成し、集まった市民からの幅広い意見と基本構想などを踏まえ、どのような

文化芸術活動や交流などが展開される施設を目指していくのか、議論を進めているところでござい

ます。 

 来年度は、これまでの検討会で議論された内容を踏まえまして、その内容にふさわしい施設の規

模や内容について議論し、基本計画を策定するため、検討会の開催は６回を予定しております。 

○高見委員 これまでの検討会の開催回数で御答弁をいただきました。来年度におきましては、来

年度末までに６回を予定しているということで、最終的にその回数の中で一定の方向性を決めてい

かなければならないということになるかと思います。 

 新文化ホールの建設に当たっては、苫小牧市が、新文化ホールが完成して、３月１日にオープ

ン・デイを開催したということであります。来月、４月に、個人視察で、その新文化ホール、苫小

牧の視察に行ってこようと思って会派内で話していると、私も行きたい、視察をしたいということ

で、多分、２名増えて、３名で視察しに行くことになろうか、かように思うわけでありますけれど

も、担当部長も視察を予定しているということで、規模的には旧ホールより若干小さくなったのか
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な、１千２００人規模の、ちょっとホームページでも見ましたけど、非常に、何か、斬新な、よい

文化ホールかなというふうにはちょっと思っておりまして、なお、苫小牧市は、視察を受け入れる

条件として市内ホテルに宿泊するという条件があるみたいで、前日に宿泊しようと思うんです。旭

川市はそういう条件はつけていないと思うんですけども、遠方から来る人が多くて、ほとんどは市

内のホテルに宿泊してくれているかと思いますし、また、旭川市への行政視察については、コロナ

禍以降、かなり本市も受け入れて、担当者もかなり苦労されているのかなと。これは、また別の機

会に、行政視察の受入れについては聞いてみたいなというふうに思っています。 

 そして、本市の新たな文化会館の建設には、建設地や収容規模、デザイン、建設費用、機能性、

運用方法など、多岐にわたって協議していくことになると思うわけでありますけれども、その計画

の協議内容事項をお示しいただきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 現在策定を進めております基本計画では、建設予定

地、施設の具体的な機能やその規模、管理運営に関する方針、また、延べ床面積や概算事業費など

の決定を見込んでおります。 

 基本計画の策定後に事業手法の検討を進め、従来型の手法の基本設計から実施設計を経て整備

へ、あるいは、ＰＦＩ等の官民連携手法による設計、整備と進むこととなりますが、次の設計、整

備へつながる内容となるよう基本計画の策定を進めてまいります。 

○高見委員 計画の協議内容について御説明があったわけでありますけれども、ＰＦＩ方式も検

討、視野に入れているという御答弁であります。 

 あえて質問、見解をお伺いはしませんけれども、私はこの文化ホール建設に当たって何回か指摘

をさせていただいているんでありますけれども、この文化ホール建設と併せて、やはり、駐車場の

確保対策はしっかりやっていただきたいと思っているわけであります。今現在、文化ホールでの大

きなイベントや人気のある歌手のコンサートなどのときは地下駐車場がもうすぐに満杯状態と、そ

ういった部分も見受けられるわけであります。現在、旧第三庁舎が本格的に解体工事ということ

で、その跡地は駐車場ということが決まっているんですけども、平地での駐車場だと思うんですけ

ども、そうなると台数も限られていますし、今、新たに新文化ホールを建設するに至っては、やは

り、この地下駐車場がどういうふうな対応になっていくのかもありますし、今、旧文化ホール、現

在の文化会館を解体した後の跡地にも駐車場は対応できるわけでありますけれども、自分は、個人

的にはやっぱり立体駐車場が望ましいなというふうに思っているんですね。やっぱり、満杯のとき

に、新文化ホールでのコンサートやイベントに、時間内に間に合おうと思っても、駐車場を探すよ

うな、そういったことになると非常に苦労されるのかなと。まだまだ車社会は当分続きますので、

そういった部分で駐車場確保対策もしっかり併せて計画をしていただければと思います。 

 この基本計画の中で概算事業費も整理されていくようでありますけれども、現時点でどの程度の

事業費を、総額費用を見込んでいるのか、その点をお伺いしたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 基本計画の中でおおむねの施設規模が決定され、その

規模によりおおむねの事業費が明らかになるということになりますが、令和４年度に大規模改修す

るのか、あるいは建て替え整備にするのか、今後の在り方について検討を進めたときの事業費見込

額では、建て替え整備の場合は１００億円以上は想定されると整理しておりました。その場合にな

りますが、その後に３年が経過しまして、資材高騰などの影響を考慮しますと、それ以上の事業費
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も見込まれるところでございます。 

○高見委員 新文化ホール建設に当たっての事業費の見込みということで御答弁をいただきまし

た。 

 総事業費としては１００億円はかかるということで、これから基本計画をして、実際、工事に入

っていく中で、そうなると、当然、もう、いろんな、今、資材関係が高騰しております。そんな中

で、事業費もかなり上乗せされるような形になっていくのかなということは自分自身も感じており

ます。 

 これまでの大規模事業で、ちょっと財政的なお話になりますけれども、この新庁舎、外構工事な

ども含めて約１４０億円かかっております。これは、市長の記者会見でも述べられた部分があろう

かと思いますけれども、これからの大規模事業として、３０年経過している延命化措置の近文清掃

工場、これにも約５１億円かかってきますし、それと、春志内に新たに廃棄物最終処分場、これも

約１００億円はかかると言っています。それと、花咲スポーツ公園、新アリーナですね。これにつ

きましては、プロ仕様の体育館ということで、約１４０億円、建設費用がかかると言われておりま

すけれども、これは、民設民営ということで市の手出しはないにしても、外周を含む公園整備では

本市として約５０億円の工事費がかかるだろうというふうに今聞いております。それと、あと、東

光スポーツ公園、複合体育施設、市民が主に利用できる体育施設でありますけれども、これも約１

１０億円かかるということで、で、先ほど言いましたように、新文化ホールには１００億円以上が

これまたかかるということで、もうどうしても必要な施設というのは仕方ありませんけれども、と

にかく、自分自身としては、これだけの多くの、何十億円、何百億円というお金がかかるわけであ

りまして、もう、その資金、旭川市も財政的に余裕があれば次から次と建設してもいいと思うんで

すけども、財政に余裕がない厳しい状況の中で、今後において資金返済がどうなのかという部分で

は非常に大変危惧しているところであります。当然、固定費や維持管理費もかかってくるわけであ

りますから、そういう部分も慎重に進んでいただければと思います。 

 新文化ホールを建設、整備していく際に、国からの補助金などの活用を予定しているのかどう

か、その点をちょっとお聞かせいただきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 整備に向けた国の補助金や交付金などの活用につきま

しては、施設の規模や内容によって左右されますほか、関連する同様施設の集約などにより採択を

受けることができる財源などもあると伺っておりますが、今後の国の方針変更などにも影響するこ

とも想定されるところでございます。また、建設予定地は中心市街地に位置しまして、多くの市民

が利用する大規模施設となりますので、その特性を生かした国の補助金のほか、交付税措置のある

起債などを活用できるよう検討してまいります。 

○高見委員 少しでも、やはり、国からの補助金活用という部分ではしっかりと対応して、交付税

措置のある起債なども活用できるということでありますけれども、できるだけ、財政に余裕がない

わけでありますから、そういう部分は十分に国からの補助金等を活用していただければと、かよう

に思います。 

 先ほど質問して、答弁もいただいた基本構想、基本計画の件でありますけれども、最初に令和５

年度に基本構想を策定したということで、それに基づいて基本計画を立ててきているわけでありま

すけれども、その基本構想において、その後の基本計画にはどのように反映しているのか、その点
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をお伺いしたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 基本構想では、次世代へつなげる文化交流活動の拠点

を基本理念としまして、日常利用、まちづくり、コストパフォーマンスなどの７つの基本的な役割

と、鑑賞、活動、交流、発信の４つの機能を発揮する施設となるよう定めたところでございます。 

 この基本構想の考え方が基本計画につながるように、基本構想の策定に携わっていただいた参加

者には引き続き基本計画の策定検討会にも御参加いただきまして、これまでの多くの市民意見など

を踏まえ、基本構想の内容を、都度、振り返ることなどを確認しながら、現在、検討会にて基本計

画の策定を進めているところでございます。 

○高見委員 基本構想を基に、基本計画をどう進めてきたのかということでの御答弁であります。 

 そして、これまでに、令和６年度、７年度と、検討会、１２人のメンバーでいろいろと協議をし

て、１０回近く検討していただいているわけでありますけれども、その検討会段階で、現段階にお

いて、方向性がある程度固まっていることが、内容があれば、差し支えがなければお聞かせいただ

きたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 基本計画の策定では、検討会での議論内容を踏まえま

して、教育委員会として、基本計画の決定に向けた意思決定ができた段階で、その都度、市民や常

任委員会などへ報告をしているところでございます。 

 検討会の学識者からは、建築はあくまで手段であり、その施設の目的を意識することが重要であ

る旨の助言を受け、検討会ではその視点を重視しながら議論を進めており、現段階としましてはま

だお示しできる内容などはございません。 

 来年度は、施設の具体的な機能や規模などを決定するよう検討会を進めてまいりますので、検討

会の議論の内容につきましては、これまでどおり、ホームページなどから積極的に情報を発信する

とともに、常任委員会などにも、適宜、報告を行い、その際には、基本計画の内容に関わる決定事

項などについて丁寧に説明するよう努めてまいります。 

○高見委員 検討会での協議内容等はホームページやそういった部分で情報発信はできるけども、

決定事項についてはまだ差し控えるというか、そういうような状況であるという御答弁かと思いま

す。 

 次からは、ちょっと視点を変えて、現在の市民文化会館について、ちょっと３点ほどお伺いした

いなと思っていますけども、現市民文化会館は正確には築何年を経過しているのか、それをお聞か

せいただきたいと思います。 

○吉川社会教育部文化振興課文化ホール担当課長 旭川市民文化会館は、昭和４９年１２月に竣

工、昭和５０年２月に開館しており、現在、築５１年が経過しております。 

○高見委員 現在の市民文化会館は、築５１年が経過しているということであります。 

 ５１年前といえば、自身、多分、高校２年生ぐらいだったと思いますけれども、小ホールは結構

利用させていただいて、非常に思い入れがある文化会館なんですけども、現在の市民文化会館は老

朽化と耐震化の低さが大きな問題であるわけでありますけれども、その耐震診断の結果としてはど

ういう状況であるのか、ここで改めてお伺いしたいと思います。 

○吉川社会教育部文化振興課文化ホール担当課長 市民文化会館は、大ホール棟、小ホール棟、そ

して、旧中央小学校の校舎の一部を活用した管理棟の３つの棟が接続する施設となっております。 



- 743 - 

 地震に対する市民文化会館への影響に関するこれまでの調査において、建物の強度を評価する構

造耐震指標、いわゆるＩｓ値でございますが、これは、管理棟におきましては基準を満たしていな

い状況となっております。一方で、大ホール棟及び小ホール棟におきましては、構造耐震指標の基

準を満たすものの、天井脱落対策に係る基準に適合していない状況にありまして、大規模な地震の

ときには天井部分が落下するおそれがあるとの結果となっております。そのため、大規模地震が起

きた場合には、全ての棟において来館者等への影響を及ぼす可能性がございます。 

○高見委員 耐震診断の結果を、改めて、質問して御答弁をいただいたわけであります。 

 事務所、会議室の管理棟は、旧中央中学校の校舎の一部を活用しているということなんですけ

ど、それ自体がもう耐震化が不足しているということと、あと、文化会館の建物自体は構造耐震指

標の基準を満たしているけれども、天井部分が落下するおそれがあるということで、私は、当初、

その屋根自体が、ずどんと、大きな、震度６以上の大地震が発生したら、屋根自体が落ちてくるの

かなとちょっと思っていたんですけど、後で天井部分の写真をちょっと見せてもらうと、円柱形を

した鉄骨が組み込まれているんですね。そして、その下に、当然、照明器具もつけなきゃならない

ということで、化粧板みたいのをつり下げるのにワイヤーを使用しているらしくて、これは大ホー

ル、小ホールもそういうことなんで、天井全体ということではなくて、その鉄柱部分を隠すために

化粧をしている天井板が、大きな揺れが来るとその部分が落下してしまうということであります。

そして、文化会館、それぞれ満席のときに、仮に大地震が発生して、天井の化粧板とはいえども、

落下すると本当に大惨事が想定されるわけであります。 

 地震大国、日本の中では、旭川市においては地震や台風などの自然災害の少なさは全国トップク

ラスであると思っております。旭川市では、観測史上、震度５以上の地震は一度も発生しておら

ず、今後３０年間で震度６以上の地震が発生する確率は０．５５％であり、４７都道府県庁所在地

と道内の総合振興局のある都市の中で最も低い値となっている。これは、インターネットで旭川

市、地震って検索するとこういう文章が出てくるんですけども、自分自身、認識しているのは、旭

川市での最高震度は４というふうで、そして、過去に４回、震度４を経験しているということで認

識しているわけでありますけれども、本当に地震や台風、自然災害が少ない、本当に恵まれた都市

であるなというふうに実感をつくづくしているわけであります。 

 で、現市民文化会館は、御答弁いただきましたように、５１年が経過している中であります。補

正予算でもこの空調設備の改修費が計上されております。近年の改修や修繕の費用はどのようにな

っているのか、過去５年の総額や主な内容をお聞かせいただきたいと思います。 

○吉川社会教育部文化振興課文化ホール担当課長 市民文化会館では、建物に関しましては、屋上

防水や外壁、内部の壁や床など、全体的に老朽化が進み、また、運営に不可欠な冷暖房や給排水、

電気、舞台機構設備などもその多くが耐用年数を超えている状況にあり、不具合の発生に応じて、

適宜、必要な改修を行っております。 

 改修に関わる費用につきましては、令和２年度から令和６年度までの過去５年間の総額を１００

万円単位で申し上げますと、約１億８千１００万円で、主な内容としましては、建物内の高圧電気

ケーブルの取替え工事や、大ホールの幕やワイヤーの更新などを実施したところです。 

○高見委員 現在の市民文化会館は５０年が経過している中で、これまでにいろいろと改修費用が

かかっているということで御答弁もいただいたわけであります。 
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 質問、答弁で前段ありましたように、令和４年度に、検討会で、現在の文化会館の大規模改修と

建て替えした場合の比較評価ということで検討をした経過がある中で、それで、現在の文化会館を

大規模改修した場合は３５億円以上かかる、イニシャルコスト的に。で、ランニングコストもかか

ってくる中で、仮に大規模改修を済ませたにしても、その後の使用可能年数が２０年ぐらいしかも

たないということで、一方、建て替えた場合は、１００億円以上はかかるけれども、使用可能年数

は８０年あるいは９０年、１００年は使用できるということで、そういうことでもって、やはり、

考慮した場合、今、建て替える方向で当然進んでいるということであるわけであります。 

 いろいろ質問してきましたけども、やはり、すばらしい新しい文化ホール建設は、私は個人的に

も望んでおりますし、市民もそれを期待しているかと思うんであります。市民に多く利用され、親

しみやすく、機能性の優れた施設が望ましいと考えておりますけれども、一人でも多くの市民の、

利用する市民の方々の意見を聞き取るためのパブリックコメントの実施は考えているのか、その点

をお聞かせいただきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 今後の予定でございますが、検討会での議論を踏ま

え、基本計画の案を作成し、パブリックコメントを実施した後に、案に対する市民の意見を踏ま

え、基本計画を策定する予定でございます。 

○高見委員 基本計画の素案ができた後、パブリックコメントも実施していくということで、今後

において基本計画を最終的に決定していくんだということでの御答弁であります。 

 それで、最後の質問になりますけれども、毎年開催している市民と議会の意見交換会でも、令和

５年に、子育て文教班で、「旭川市民文化会館の建て替え」というメインテーマ、そして、サブテ

ーマで「～文化活動の広がりを目指して～」で実施をしております。翌年、令和６年度には、自身

も関わっていた経済建設班では、「北のにぎわい旭川」というメインテーマで、サブテーマに「～

新文化会館による中心市街地活性化に向けて～」と題して開催して、参加者の方々からいろんな意

見をいただいた経過もあるわけであります。 

 新たな文化会館の建て替えは大きな事業の一つでもあるわけでありますけれども、これ、いろい

ろ協議していく中で、急ぎ過ぎて、後悔先に立たずということわざもありますけれども、ああすれ

ばよかった、後でこうすればよかったというふうにならないように、十分慎重に進めなければなら

ないと考えますけれども、この計画、協議等が長期間に及べばよいということでもないと思ってお

ります。 

 最後に、新文化会館建設に向けた教育長の思いを伺い、最後の質疑とさせていただきます。 

○和田教育長 現在の文化会館は、御質疑にもありましたように、耐震性に課題があるほか、築５

０年以上が経過しておりますことから、老朽化も進んでおり、早急な建て替えの対応が必要である

ため、教育委員会として、できる限り早く、基本計画策定に向け、取組を進めているところでござ

います。 

 来年度は、市民文化会館整備基本計画検討会の中で、施設の規模や内容について具体的な議論を

進めていく段階に入ってまいりますが、これまで同様、分かりやすく丁寧な説明や情報発信などに

努めまして、いただきました多くの市民意見を踏まえながら、基本構想にもあるように、市民の誇

りと愛着を育む道北のランドマークとして、本市市民の皆様はもとより、周辺地域の方々にも長く

親しまれる施設となるよう目指しまして、取組を着実に進めてまいります。 
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○塩尻委員長 質疑者の交代をお願いいたします。 

 御質疑願います。 

○中野委員 それでは、文化会館の関係、ちょっと続きますが、先日は石川厚子委員のほうからも

ございました。今ほどは高見委員のほうからもありました。それだけ、議会にとっても、また市民

にとっても注目されている事業だというふうに思っております。なるべく重ならないように、視点

を変えながら質疑をさせていただきたいと思っておりますので、お付き合いいただければと思いま

す。 

 冒頭、私の論点は、これまでも議論がされてきた、そして、基本構想の中でも示されてきた、そ

ういった内容をしっかりと確認すると、いずれにしても、現文化会館については、相当の老朽化、

そして、建物、軀体自体にかなりのダメージというか、そういったものがあるというところだと思

います。そういった中、基本構想の策定に入るということは、これは、市長部局も交えた政策の判

断があって初めて基本構想の段階に入ったというふうに思っております。この政策判断なくして、

基本的には、市として、教育委員会単独で基本構想の策定に入るということはないというふうに思

っておりますので、その辺が、ちょっと、市民からも、また議会からも、スピード感、どんな感じ

なのかなというところの疑問意識がある、また、新たな政策、新たな要素が入ってきた影響もあっ

て、さらに、そもそもこの政策判断をしてきた市民文化会館の建て替えについてどういった考え方

があるのかっていう、そういったことも含めて疑問が今生まれているのかなというふうに思ってお

りますので、私も、教育委員会、また市長の政策判断を応援する立場として、どのように、今後、

市民文化会館の建て替えを進めていくのか、そういった角度から、幾つか、限られた時間でありま

すが、質疑をさせていただきたいというふうに思っております。 

 それでは、改めてではありますが、今回の定例会の資料にも示されております１０款５項５目の

文化施設等整備費についてでありますが、旭川市民文化会館の建て替え整備に関して伺ってまいり

たいと思います。 

 令和８年度予算におきましては、新文化ホールの基本計画策定に向けた取組が進められることと

なっております。旭川市民文化会館は、先ほどもありましたが、昭和５０年の開館、２月でちょう

ど５１年が経過したということになります。これまで、本市及び道北圏における芸術文化の拠点と

して、１千５００席規模の大ホールを中心に、多くの市民に親しまれてきた、まさに本市を代表す

る文化施設でございます。 

 本市は、音楽のまち旭川として吹奏楽や合唱などが非常に盛んであり、多くの子どもたちや市民

があのステージに立つことを夢見て、日々、練習に励んでこられました。私も、ある中学校のＰＴ

Ａ会長を５年間務めておりましたので、そういった姿を目の当たりにしてきた一人でございます。

文化会館は、単なる建物ではなく、市民の皆様の数々の思いや感動が刻まれたかけがえのない共有

の財産でございます。 

 一方で、半世紀を経て、施設全体としての老朽化は極めて深刻な状況にございます。建物の劣化

による雨漏りや耐震性への不安に加え、令和３年には小ホールのどんちょうが落下するという、一

歩間違えれば大惨事、人身被害もあり得たような、そういったことになりかねない、安全性を揺る

がす重大な事故も発生いたしました。安定的な運営に対する懸念は、これまでも繰り返し指摘され

てまいりました。また、現代の公共施設に求められるバリアフリー環境や最新の舞台ニーズへの対
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応といった面でも、建設当時との乖離が大きくなっております。 

 こうした現状を受けて、市としては、専門家の意見や市民を交えた検討会を経て、建て替えの方

向性を打ち出し、令和５年度には、次世代へつながる文化交流活動の拠点を理念とする基本構想を

策定されました。この新文化ホールの整備に関しまして、私と教育委員会が目指す方向は同じだと

いうふうに思っております。それは、市民の皆様が安全に、そして、心豊かに文化芸術を楽しめる

新たな拠点を一日も早く形にしたいという点に尽きると確信をしているところでございます。 

 しかしながら、建設資材の高騰が続く中、市全体として他の大型事業等も抱えており、市民から

は、本当に計画どおりスムーズに整備が進むのかといった先行きを危惧する声も聞こえてきている

ところでございます。将来の市民に過度な負担を先送りせず、また、不測の事故や、旭川から文化

の空白を招くことのないよう、今こそ計画を確実かつスピード感を持って進めていくべきと考えて

いるところでございます。 

 そこで、現在の施設の現状やこれまでの検討経過、そして、新文化ホールの整備に向けた今後の

具体的な取組について、順次、伺ってまいりたいと思います。 

 それでは、１０款５項５目の文化施設等整備費について伺いたいと思いますが、令和８年度予算

には、新文化ホールの整備に向けた基本計画の策定費として、先ほども答弁がありました８４８万

６千円が計上されております。これまでの在り方検討会や基本構想を経て、いよいよ具体的な形を

決める段階に入ると認識をしているところでありますが、この予算で実施する事業の具体的な目的

と、主な積算内訳について伺いたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 文化施設等整備費は、新文化ホールの整備に向けた事

業でございまして、現在進めております基本計画の策定に関わる内容としまして、新年度事業費は

８４８万６千円でございます。 

 その内訳ですが、基本計画の策定支援の委託費や検討会の開催に係る報償費、また、先進事例調

査に係る旅費となっております。 

○中野委員 施設整備の緊急性、こういったことを議論する上で、現施設の客観的な劣化状況を共

有しておく必要があると思っているところでございます。 

 開館から５１年が経過し、管理棟における耐震不足や屋上防水の未実施箇所からくる雨漏りが建

物本体の劣化を招いているとの指摘もあるというふうに思っておりますが、市として現状の認識を

どのように捉えているのか、その辺について伺っておきたいと思います。 

○吉川社会教育部文化振興課文化ホール担当課長 旭川市民文化会館は、開館から５１年が経過し

ており、建物に関しては、コンクリートの劣化の要因となります内部への水分の浸透に関わるもの

として、屋上の防水につきましては、大ホール、小ホールのステージ上部やエントランスホール、

大ホールのホワイエ等の改修は終えているものの、大・小ホールの客席部分や会議室や事務室とし

て使用している管理棟においては未実施であり、また、外壁の改修も、一部を除き、未実施となっ

ております。このため、強い降雨の際には、管理棟３階、大会議室の出入口付近などで雨漏りが発

生しますことから、こうしたことによる建物本体への劣化は進行しているものと認識しておりま

す。 

 また、耐震性につきましては、旧中央小学校の校舎を改築した管理棟におきまして、現行の耐震

基準に適合しておらず、大ホール棟、小ホール棟においても、大規模な地震が発生した際にはホー
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ルの天井部分が落下するおそれがあり、これらへの対策も必要な状況にございます。このほか、ガ

ラスサッシの経年劣化による断熱性能の低下や、屋内の壁や床の汚れやひび割れなどもあり、全体

的に老朽化が進んでいる状況にございます。 

○中野委員 建物の劣化、老朽化の状況を御答弁いただきました。 

 新庁舎の建て替えのときにも議論になりました。改修をしながら、なるべく予算を節約、圧縮し

ながら使えるものを長く使っていく、これは、私も考え方としては同感でございます。しかしなが

ら、物理的にというか、技術的に、コンクリートの中性化、こういったことが、近年、各都市にお

いても老朽化の目立つ公共施設で議論がされている、危惧されているというような状況がございま

す。そういった、５１年が経過する市民文化会館のコンクリートの中性化、この部分についての課

題認識、どのように捉えているのか、お聞かせをいただきたいと思います。 

○吉川社会教育部文化振興課文化ホール担当課長 御質問のありましたコンクリートの中性化に関

わる検査等は実施しておりませんが、これにつきましては、やはり、コンクリート内部への水の浸

入によりましてコンクリートそのものが軟弱化していくということでございますので、これについ

ても大きな課題というふうに捉えているところでございます。 

○中野委員 実施していないということで、これは大きな課題だというふうに思っております。一

般的には、コンクリートの中性化は５０年から６０年で著しく進むというふうに言われております

ので、そういった意味からも非常にこの建て替え整備が急がれるというふうになっておりますし、

また、実施をしていないという答弁についても、今回、強調されるべき答弁だというふうに受け止

めをさせていただきました。 

 そして、建物の器としての劣化もさることながら、舞台機構や音響、照明といった設備、中身の

限界も深刻だと思っております。バリアフリーへの対応不足や冷暖房の不便さ、こういったこと

も、私も利用者、市民から直接声をいただいているところでございます。そういった不便さといっ

た利便性の欠如に加え、令和３年の、先ほども冒頭述べましたが、どんちょうの落下事故のような

安全面、また、部品調達の困難さなど、安定的な運営を継続する上でのリスク、どのように考えて

いるのか。特に、古い部品については、メーカーの対応が切れてしまう懸念もございますので、部

品の製造が行われないというふうになってしまえば、万々が一のことでありますが、閉館を余儀な

くされるということも事態としては想定されるというふうに思いますので、その辺のリスクについ

て伺っておきたいと思います。 

○吉川社会教育部文化振興課文化ホール担当課長 市民文化会館が建設された当時と現在とでは求

められる施設機能や施設設備に違いがあり、様々な面において課題があると捉えております。 

 施設機能につきましては、特に、バリアフリーに関して、多目的トイレの設置や展示室に入退場

できるよう車椅子用昇降機の設置、通路の段差や階段のスロープ化などや手すりの増設などを行っ

ておりますが、体の不自由な方の快適な利用には十分に応えられていない状況にございます。この

ほか、多数が来場する催事では、開場時刻までのエントランスホールの混雑や、休憩時間中にトイ

レの利用に時間を要してしまう場合があること、冷暖房につきましては、部屋ごとに制御できない

機構であり、細かな温度調整も難しいため、特に盛夏や寒冷期には不便をかける面があるなど、現

代的な利便性や快適性の提供が難しい状況にあります。 

 施設の持続的な提供に不可欠な設備につきまして、冷暖房や給排水、電気などの多くが開館当初
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から改修を行いながら使用しており、耐用年数が大幅に超過しているため、故障の内容によっては

部品の調達に時間を要する場合があるなど、安定的な運用へのリスクが高くなっております。 

 さらに、舞台機構につきましては、老朽化が進んでおりまして、どんちょうや幕などのつり物に

つきまして、御質疑にもありましたとおり、令和３年１２月に小ホールのどんちょうが落下する事

故が発生してしまいましたように、定期点検では把握できない劣化等もあることから、保守点検事

業者からの優先度に関わる助言をより一層勘案し、適切に更新時期を見定める必要がございます。 

 また、音響設備につきましては、令和６年度でリース契約が満了し、無償譲渡を受けており、照

明設備につきましては、令和８年度にリースを終え、同じく無償譲渡となる予定をしております

が、いずれもリース期間満了の時点で設置から１０年が経過することとなりますので、機器の故障

による部品の確保が難しくなってくることや、照明設備に関しましては、現在はＬＥＤ照明が主流

となっておりますことから、ハロゲンランプの供給がいつまで続くのかといった懸念もございま

す。双方ともに新規更新には多額の費用が必要となりますことから、現状においては、不具合の発

生に応じて、部品が調達できるものについては修理を行い、調達困難なものにつきましては機器を

取り替えながら維持をしていく必要があるというふうに考えております。 

○中野委員 前段、コンクリートの中性化については検査をしていないという答弁に加えて、中

身、この設備面についても、今、るる丁寧に御答弁をいただきました。かなり厳しい状況だという

答弁だったと思います。照明設備のリースについても答弁があって、ハロゲンランプ、今後の供給

不安についても答弁されたということで、冷暖房設備等に関しても、これは想定の一つであります

が、メーカーのサポート期間などが終了した場合、発注をかけても部品が来ないということになり

ますので、温暖化が進む気候の状況であったり、また冬期間の状況を考えると、本当に待ったなし

の状況を改めて答弁いただいたというふうに思っております。 

 そして、過去の経過を振り返りますと、平成２６年度に、一度、大規模改修に向けた基本設計に

着手しながら、工事費の大幅な増額により再検討に追い込まれた苦い、苦しい経験がございます。

当時の検討にどれだけの費用を投じ、なぜ改修を断念せざるを得なかったのか、その教訓を含めた

経緯について伺っておきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 施設の老朽化が進む中で、開館後、約４０年が経過し

た平成２６年度でございますが、大規模改修に向けた基本計画の検討と基本設計に着手しました

が、当初予定されておりました工事費なんですが、約２４億円から約３５億円と大幅に増加するこ

とが見込まれましたことや、耐震対策のさらなる確認が必要になることも想定されましたことか

ら、大規模改修の実施の可否も含めまして再検討することとなりました。その後ですが、総合庁舎

の整備に合わせまして建て替えの検討がなされるなどの経過もございましたが、建て替えも含めた

文化会館の整備につきましては、市民の意見を十分に聞き、時間をかけて検討することとなりまし

て、以後、必要となる修繕を続けながらも、大規模改修における耐震対策や費用負担に関する調査

を実施するとともに、利用団体などへアンケート調査や市政モニター調査、また、市民向けの見学

会などを実施し、市民意見の収集などを行ってまいりました。 

 なお、平成２６年度の大規模改修に係る基本計画の検討と基本設計の業務委託費は、約２千４０

０万円でありました。 

○中野委員 過去の経過について答弁いただきました。 
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 民生常任委員会所管のときも、副市長のほうから、税という財源について、一部、答弁がありま

した。平成２６年度の大規模改修、様々な事情があって、政策の判断としてそこを断念し、今の経

過に至るというふうに思っておりますが、いずれにしても、この市民文化会館の整備については、

建て替えなのか、または大規模改修なのか、その都度、その都度の市長の考え方なのか、そこはち

ょっと正確には分からないところもございますが、紆余曲折があって、過去の２６年度の大規模改

修のときには基本設計まで進んで、答弁があったように、約２千４００万円の税が投じられている

ということでございます。 

 こういった市の判断や行動については、市民からも様々な意見が恐らくあるというふうに思って

おります。そういったことをしっかりと受け止めながら、今回の令和６年３月ですか、に基本構想

が策定された、その趣旨、目的、また、そのときの政策判断に従って、計画性のある取組が、より

一層、市民から求められているということを改めて強調しておきたいなというふうに思っておりま

す。 

 そして、過去の改修計画の挫折を踏まえ、令和４年度には、在り方検討会で改修か建て替えかの

議論がなされました。多額の公費を投じる以上、改修よりも建て替えが望ましいと判断した具体的

な根拠と、その決定プロセスなどについて伺っておきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 施設の老朽が進みまして、令和３年に小ホールのどん

ちょうが落下するなど、抜本的な改善が急がれる中で、令和４年に、大改修するか、あるいは建て

替え整備するかについて議論をするため、利用団体や関係者、また公募市民などが参加します在り

方検討会を立ち上げました。合計６回の検討会を開催しまして、大規模改修と建て替え整備を実施

したそれぞれの場合につきまして、イニシャルコスト、ランニングコスト、使用可能年数、また、

メリット、デメリットなどを整理しまして、総合的に比較、検討した結果、検討会の意見として建

て替え整備のほうが望ましいとの方向性が示されました。 

 あわせて、令和４年度に、文化庁が実施します、劇場、音楽堂などへの芸術文化活動支援のため

の支援員派遣事業を活用しまして、文化会館などの整備や運営などに知見や経験を豊富に持つ専門

家の方に評価いただきまして、新施設の建て替え整備を検討することが妥当だとの意見を受けたと

ころでございます。 

○中野委員 この分科会のこの席というか、この部屋には、この分野に関わる専門家はいないと思

います。私も専門家ではございません。ただ、今、答弁があったように、市がこれまで計画的に進

めてきた様々な検討会となるような場面、そこに、委員としてですか、招いていた、そういった専

門家からも、今、答弁があったとおり、建て替え検討が妥当だというふうに意見が示されたという

ことについては、当然、重く受け止めるべき内容だというふうに思っておりますし、こういった、

これまでの協議や議論に関わってきた方々の思いであったり苦労であったり、また、当然、一定程

度の、そこにも費用をかけてきているというふうに思っておりますので、なおさら重く受け止めな

がら計画を推進していく必要があるかなというふうに改めて感じたところでございます。 

 そして、文化庁の支援による専門家の評価では、２０年から３０年間にわたり使用するための改

修工事の提案は現実的ではないという非常に重い指摘があったというふうに承知をしているところ

でございます。この客観的な評価を受けて、教育委員会として、どのように方針を固め、令和５年

度の基本構想策定に至ったのか、策定経費と併せてお伺いをしておきたいと思います。 
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○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 令和４年度の専門家の評価におきましては、具体的に

は、建物の規模や老朽化などの状況のほか、舞台装置や電気設備などの状況把握から、調査結果と

しましては、２０年から３０年にわたり使用するための改修工事の提案は現実的ではなく、時代の

ニーズに合った形で新設の建て替え整備を検討することが妥当との意見を受けたところです。 

 このような専門家からの評価と市民などを交えた在り方検討会での評価結果を踏まえまして、教

育委員会としましては、老朽化が進む文化会館の対応について、建て替えをし、新たな施設整備の

検討を進めることを決定しまして、令和５年度に基本構想を策定したところでございます。 

 基本構想の策定経費は、約６００万円でございました。 

○中野委員 専門家の評価を受け、その市の認識について答弁いただきました。また、後段では、

基本構想の策定費用が約６００万円ということで御答弁もありました。この基本構想策定について

はそういった費用が投じられている、一方で、当然、市職員の人件費としても、ここに見えない支

出があるということも受け止めておかなければいけないなというふうに思っているところでありま

す。 

 そして、文化会館の役割の関係についてでありますが、これから造ろうとする施設が旭川にとっ

てどのような存在であるべきか、その基本認識を伺っておきたいと思います。 

 道北圏最大のホールを有し、長年にわたって市民に愛されてきた現在の市民文化会館の役割を市

はどう捉えており、新施設に何を継承しようとしているのか、その辺の考え方などについて伺って

おきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 現在の市民文化会館は、道北地域において最大となり

ます約１千５００の客席を有する大ホールと、約３００の客席を有する小ホールに加えまして、展

示室や会議室なども備えておりまして、市民の文化活動や全国規模の催事など、様々な目的で使用

することができる文化芸術活動の拠点としまして、市民のみならず、市外の方々からも長く親しま

れてきた施設であると認識しております。 

○中野委員 市民の期待を本当に背負っている、そういった事業が、今、進められているというこ

とだと思います。 

 そして、市民意見の関係についても、改めて確認をしておきたいなというふうに思っておりま

す。 

 市民の納得感を得るためには、丁寧な意見集約が欠かせません。これまでも、教育委員会とし

て、こういった取組、作業を本当に一生懸命やってきていただいているということについては、こ

の場を借りて改めて高く評価しておきたいというふうに思っております。 

 これまで、アンケートや市民向け見学会、さらにはパブリックコメント、そして、先ほども答弁

がありましたが、市民と議会の意見交換会、これは議会として開催した、こういった取組などを通

して、どのような意見を拾い上げ、検討に生かしてきたのか、再確認をしておきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 文化会館の整備に向けましては、平成２６年度に大規

模改修の検討を始めた頃より、大規模改修検討会での議論やアンケート調査などを実施しまして、

その後も令和４年度の大規模改修か建て替え整備かについて議論を行った在り方検討会などにおい

ても、市民や利用団体などの意見収集に努めてまいりました。 

 新たな施設整備の検討を行うこととしました以降は、基本構想の策定検討会での議論ですとか、
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基本構想の案に対するパブコメの実施、また、市議会の活動でございます市民と議会の意見交換会

では、令和５年と６年に新文化ホール整備に係るテーマ設定を受けまして、市民の意向を聞く機会

をいただきました。現在、基本計画の検討においても、市民意見の聴取や関係団体とのヒアリング

なども行っております。 

 主な意見内容では、新施設についての規模ですとか設備のほかに、管理運営方法や周辺の整備に

関する意見などを幅広く受けております。 

○中野委員 市民意見の関係、どのように把握してきたか答弁をいただきました。後段でも、新施

設の規模や設備、管理運営方法など、幅広い意見を受けてきたということでございました。 

 こういったことについては、議会の中であまり議論が進んでいないかというふうにも思っており

ますし、今、設置されている検討会の中でどういった議論になっているか、ちょっと私も承知して

いないところでありますが、近年、同規模程度の自治体で同規模程度の新文化ホールなどの整備が

進んでいるというふうに承知をしています。そういった中で、管理費が、例えば、旭川のように２

億４千万円ほど毎年のようにかかるというときに、どのように収支均衡で運営費を稼いでいくか、

そういったことについても今後においては議論していく必要があるのかなというふうに思っており

ます。公設で恐らく建てていく、ＰＦＩにしても、一定程度の、やはり市が投資をしていくという

ような運びになるというふうに思っておりますので、新たな施設が建設されれば、当然、受益と負

担の適正化の考え方ではありませんが、古いものから新しいものになって最適化を図るということ

でありますので、一定程度の、利用者に負担を求めるということについても、臆することなく、や

はり議論をしていく、それは、文化会館を利用しない、陰で支えていただいている市民に対してし

っかりと答えを出すというか、応じていく、そういった対応になっていくというふうにも思ってお

りますので、そういった議論についてもしていただきたいと思っております。 

 これは、令和７年１０月１６日、これ、決算審査特別委員会分科会、昨年の第３回定例会で、分

科会の資料として、これ、えびな委員が資料要求した資料、ちょっとタブレット上にありましたの

でプリントをさせていただきました。過去１０年間の管理費、そして使用料についての推移がグラ

フ化された資料でございます。 

 ちなみに、令和８年度予算では、市民文化会館の管理費については２億４千４００万円、約です

ね、計上されているところでございます。 

 この約２億４千万円、過去１０年間と比較をしても、恐らく最高額になっているのかなと思いま

す。いろいろな人件費の高騰だとか、そういったこともあるのかな、いろんな要因で約２億４千万

円、ちなみに、令和６年度までこの資料は示されておりますが、令和６年度の決算では２億１千９

００万円ぐらいというような状況でございますので、上昇の傾向にあると。 

 一方で、令和２年度あたりで、急に、元年度から２年度にかけて、コロナの状況もあって使用料

が極端に低下するというような状況で、令和２年度の市民文化会館の使用料については２千３９１

万７千円ほどということで、かなりここで減少したということで、その約２千３９０万円が令和６

年度の決算で５千５８２万３千円ぐらいまで回復をしているものの、まだ１０年前の平成２７年度

の約６千７３０万円には追いついていないというような状況でございます。 

 ２億円を超える管理費を支出している一方で、収入に関しては５～６千万円、６千万円に届いて

いないということでありますので、いかに収支均衡を目指していくか、これについては当然検討し
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ていくべきだと思っております。公設であるから使用料を抑えて広く市民、利用者に利用していた

だくという考え方も必要な一方で、２億円に対して５千万円ということなので、ちょっと少ないの

かなっていうふうに思っております。 

 新設の検討をしていく、新たな整備をしていくに当たって必要な検討だというふうに思っており

ますので、その辺の協議も求めたいと思いますが、どういった協議の経過、状況になっているの

か、もしも御答弁いただければ、一言、ちょっと答弁をいただきたいなと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 今、委員がおっしゃられたように、これから施設の規

模ですとか内容を決めるという段階において、先ほども御答弁させてもらいましたように、建築と

いうハードを、これからに向けて基本計画というものを策定するわけなんですけども、その前に、

どういったものに活用していくかというところで、今、議論を進めております。 

 今おっしゃられたように、やっぱり、末永く施設を維持管理していくっていうことは大事なテー

マでございまして、基本構想の中にもそのようなことが書かれております。そういったことも、や

はり、末永く、そして、皆さんが楽しめるような文化会館になるようにはどうやったらいいか、そ

ういった議論を今まさにしているところでございまして、御指摘いただいたようなことも踏まえて

これから検討を進めていきたいと考えております。 

○中野委員 今、申し上げたとおり、管理費に対して、使用料というか、収入が４分の１に満たな

いというような状況でありますので、一つの課題として、今後のこととしてぜひとも協議を進めて

いっていただきたいなということを改めて申し述べておきたいなと思います。 

 そして、旭川市民文化会館整備基本計画検討会の目的などについても触れておきたいと思いま

す。 

 現在進められている基本計画の検討会では、予定地を旧総合庁舎跡地に決定するなど、進展がこ

れまでも見られるところでございます。一方で、策定時期が当初予定の令和７年度から８年度へと

延長されたところでございますが、この延長の背景と現在の具体的な検討状況について、改めて答

弁を求めたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 基本計画の検討会は、現在の文化会館をよく利用され

ます文化芸術などの関係団体の代表者をはじめ、コンベンションや経済界などの関係者、また、建

築、都市計画に関わる学識者など１２名が参加しまして、令和５年度に定めました基本構想が示す

施設の機能や役割を担う施設となるよう、基本計画の策定に向け、令和６年度に設置しまして、こ

れまで、９回、検討会を開催して議論を続けております。 

 次に、これまでの検討状況でございますが、令和６年度は、初めに、建設予定地の決定に向け、

候補地を７つに絞りまして、アクセス性ですとか、防災上の安全性、駐車場の確保の視点などから

総合的に考慮し、旧総合庁舎跡地に決定しました。その後ですが、建設予定地の現地調査を踏ま

え、検討会が理想とします新施設のイメージについて議論しまして、令和７年度からは、市民にも

分かりやすく、多くの意見をいただけますよう議論を具現化しましたイメージ模型を活用しまし

て、広く市民意見の聴取と建て替えの議論が進んでいくことの周知などにも努めてまいりました。 

 現在は、検討会では、集まった５００件の市民意見などについてまとめや分析を進め、基本構想

が目指す施設となるよう、来年度から本格的に始まる施設の規模や内容などハードの整備の準備の

ため、市民のどのような活動や事業が展開される施設とするのかなど、ソフトの事業について、そ
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の方向性を定める段階となっております。 

 次に、基本計画の策定時期でございますが、意見聴取の期間を延長することと、管理運営の議論

も必要になりましたことから、当初予定しておりました令和７年度から来年度の令和８年度の策定

を目指し、取り組んでいくこととしております。 

○中野委員 基本計画の目的や役割、そして、後段では、進捗状況についてもお答えをいただきま

した。 

 先ほど来も質疑があって答弁がありましたが、令和８年度に延長されたということについては、

答弁をお聞きすると、これは必要な延長期間であるというふうに理解をしたところでありますし、

こういった検討が重ねられることによって、より市民ニーズに応えられる、そういった施設規模、

そして施設の機能、さらには、バリアフリー、インクルーシブな、そういった施設の完成を期待す

ることができるというふうに思っておりますので、８年度の作業において、引き続き、教育委員会

が中心となって、取組を活発に行っていただきたいなというふうに思っているところであります。 

 そして、これは、多くの市民から恐らく疑問があるというふうに思っております。私も、こうい

った市民文化会館の建設を応援する各企業さんとのお付き合いもありまして、今年、昨年は、あ

る、私がお付き合いしている企業さんから、市民文化会館の建て替えに対して―教育長は覚えて

いるかな、あっ、教育長はそのときいなかったか。寄附金をいただいて、私、その席に同席をさせ

ていただきました。市内企業も、やはりこういった市の取組を応援したいと、そういった企業がた

くさんありますし、決して批判的な意見ばかりではなくて、ぜひとも進めていただきたいという意

見があって、ぜひその取組を応援する意味で寄附金を出したいというようなことにも、これまで、

教育委員会としても、市としても対応しているというふうに思っております。 

 そういった中で、本当に、さっきの４分の１の収益ではありませんが、本当に、投資をした一方

で、しっかりとした収益を上げることができるのか。新アリーナについては、ここは議論する場所

ではないというふうに思っておりますが、新年度予算としては、新花咲スポーツ公園の再整備に向

けて、民設民営を一つの目標として、今、取組が進められております。そういったところのすみ分

け、どういうふうにすみ分けをしていくのか、催事の種別が重なるのではないかといったところに

ついて、ちょっと確認をしておきたいなと思います。 

 花咲スポーツ公園の新アリーナ、これについては、今、５千席規模を想定しているというところ

で計画が進められております。コンサートなどの利用が想定される中、市民からは２つの大きな施

設は必要なのかという懸念の声も聞こえてきているところでございます。市としても受け止めてい

るというふうに思っております。 

 興行プロモーター等の情報も踏まえ、新文化ホールとアリーナのすみ分け、どう明確化し、共存

を図っていくのか。当然、利益を、催事を行う立場としては、より一層、席が多いところにたくさ

んのお客さんを呼んで、収益が上がるほうっていうふうな考え方に流れてしまう懸念というのはあ

るというふうに思っておりますので、５千席の新アリーナと１千５００席を超える規模になろうか

と思いますが、そういったところのすみ分け、どういうふうに共存していくのか、考え方を伺って

おきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 花咲スポーツ公園の新アリーナとのすみ分けでござい

ますが、総合体育館については、単なる建て替えではなく、市民スポーツの推進に加え、プロスポ



- 754 - 

ーツやライブコンサートなど、多目的な用途に対応したプロフィットセンター機能を有する多目的

アリーナとしての整備を目指し、現在は、その募集要項を公表し、事業者の募集中であると市長部

局より伺っております。 

 そのため、新アリーナは、施設の性能や機能、また、サービス提供などは事業者の提案内容によ

って左右されてくるものと考えておりますが、事業者に求める必要最小限の基準となる要求水準書

では、ＳＶリーグやＢリーグなど、５千人の客席が収容可能な施設を目指している内容となってお

ります。 

 また、新文化ホールの整備に向けましては、各種イベントなどを企画しますプロモーターなどと

情報共有を行っておりますが、例えば、コンサートやライブでは、５万人程度を収容しますドーム

ツアー、それから、５千人から１万人程度を収容しますアリーナツアー、そして、１千人から２千

人程度を収容しますホールツアーなど、客席の収容規模などによって幾つかの種類に区分けされま

して、アーティストのほか、会場に持ち込まれる機材などもすみ分けがされていると伺っておりま

す。 

 そういった状況から、新アリーナと新文化ホール双方ともに規模や機能がまだ決まっていない部

分もありまして、現段階においてすみ分けを意識した計画の策定は進めておりませんが、現在の文

化ホールの大ホールは約１千５００席であることや、新アリーナ整備の要求水準書、また、プロモ

ーターからの情報を考慮しますと、実施が見込まれるイベントの規模が違うと想定されますので、

プロモーターが企画するイベントなどはすみ分けされるものと考えているところでございます。 

 今後は、新アリーナの整備状況も踏まえ、取組を進めてまいります。 

○中野委員 懸念するのは、スポーツではなくて、音楽系の催事だと思っております。答弁として

はそのとおりで、非常に無難な、きれいな答弁していただいたというふうに受け止めました。 

 例えば、旭川出身の安全地帯、玉置浩二さん、旭川市民文化会館もよく活用していただいて、多

くのファンを集めていただいていると思っております。 

 しかしながら、こういった規模をすみ分けしたとしても、１回、旭川に来て、５千人規模をやっ

て、次は別企画で１千人規模の企画をするかといったら、１回、旭川に来たのを、２回、また来る

っていうことには恐らくならないと思いますので、やはり、一般的な考え方ではあるかもしれませ

んが、５千人規模の新アリーナが仮に誕生した場合については、先ほどの収益の話ではありません

が、新たな施設整備に１００億円を超えるような投資になるというふうに思っております。その一

方で、今の５千万円程度の収益を上回るような想定ができるのか、この辺についても課題としてや

はり捉えていく必要があるというふうに思っておりますし、新ホール、文化ホールを建設したはい

いけども、大した使用料が増えなかったということであれば、これは間違いなく大きな指摘の材料

になってしまうというふうに思っておりますので、このすみ分けについては、先行して基本構想が

策定されている文化会館については鋭意検討を進めていただきたいなというふうに指摘をしておき

たいと思います。 

 そして、令和５年度に策定された基本構想では、次世代へつながる文化交流活動の拠点という基

本理念が掲げられました。この理念を具現化するために、新施設にはどのような機能を持たせ、ど

のような役割を担わせようとしているのか、改めて伺いたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 基本構想は、新文化ホールの建て替え整備に向け、新



- 755 - 

施設の理念や求められる機能を整理するために、令和５年度の検討会で６回の議論を行いまして、

パブリックコメントを実施、策定したところでございます。 

 基本構想では、基本理念を次世代へつなげる文化交流活動の拠点として、文化交流のもたらす喜

びや感動、成長や共感を市民一人一人が当事者として享受できる施設を目指すとともに、文化交流

活動が過去から未来へ続く地域の共有財産となるよう、本市はもとより、道北地域の文化交流やま

ちづくりの重要な拠点として機能し、貢献することを目指しております。 

 また、新文化ホールは、親しみを持ち、目的がなくとも訪れることのできる日常利用や、持続的

なサービスと質の向上のためのコストパフォーマンス、さらに、これからの時代の公共施設とし

て、多機能連携やまちづくりへ寄与するほか、インクルーシブ、シンボル、アクセシビリティーの

７つの基本的な役割を実現できるよう、鑑賞、活動、交流、発信の４つの施設機能を備える施設と

して定めたところです。 

 現在、多くの市民意見を踏まえ、基本計画の策定を進めておりますけれども、基本構想で定めた

理念や役割、そして４つの施設機能の考え方に沿った施設となるよう、検討会では、都度、振り返

りながら検討を進めているところでございます。 

○中野委員 基本構想の考え方について答弁をいただきました。 

 答弁いただいたとおり、その基本構想の考え方、具現化、現実のものとするために、引き続き、

取組を進めていただきたいというふうに思っておりますし、答弁された内容については、多くの関

係者、利用者、市民が期待をしていることだというふうに思っておりますので、よろしくお願いし

たいと思います。 

 そういった答弁を踏まえて、これは改めてではありますが、供用開始の目標と今後のスケジュー

ル感についてというところであります。 

 施設の安全面からも一刻も早い完成を望む声がある一方、基本構想では、想定していた最短で令

和１３年度開設という、基本構想５０ページに記載をされているところでありますが、こういった

目標に、現在、黄色信号とも言えるような信号がともっているのではないかという危惧もございま

す。ＰＦＩ手法の検討プロセスも含め、現在のスケジュールの認識について伺っておきたいと思い

ます。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 基本構想では、供用開始目標として時期を示しておら

ず、その当時に最短で令和１３年度の開設を想定している旨が記されております。これは、令和７

年度に基本計画が策定されまして、あわせて、ＰＦＩについて簡易検討により適さないと判断され

た場合に、類似施設の事例などを踏まえ、その後、従来型の整備手法で、令和８年度から９年度の

２か年で基本設計と実施設計、令和１０年度から１２年度の３か年で工事、そして、令和１３年度

の開設を想定し、全て順調に進んだ場合のスケジュールをお示ししております。 

 なお、基本計画の検討に時間を要していることに加えまして、基本構想においては、整備内容に

よって事業者の選定等のスケジュールが変わる旨が記されておりまして、ＰＦＩについての簡易検

討の結果が見通せない状況においては、基本構想で示した最短での開設の確実性は高くはないもの

と考えております。 

 次に、基本計画策定後のスケジュールになりますけれども、当該事業は施設整備費が１０億円以

上見込まれますので、本市のＰＦＩ活動指針にのっとり、整備費用などの検討項目を踏まえた簡易
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検討が実施される予定でございます。簡易検討によりまして、ＰＦＩなどの手法の導入に適すると

評価された場合には、ＰＦＩの検討会議に諮られ、ＰＦＩ導入の可能性調査の実施の可否が判断さ

れまして、さらにＰＦＩ導入の可能性調査へ進み、ＰＦＩなどが適切と判断された場合には民間活

力の活用に進むものと考えております。一方で、簡易検討あるいはＰＦＩ導入可能性調査におい

て、ＰＦＩなどが適切ではないと判断された場合には、従来型の整備手法により進められるものと

考えております。 

 そのため、開設時期につきましては、このような手続の中で整備手法が決定した段階において明

らかになっていくものと考えております。 

○中野委員 策定後のスケジュール感等についてお聞かせをいただきました。 

 令和６年３月に策定をされた基本構想の５０ページには、今、答弁いただいたように、最短で令

和１３年度ということで想定が記載をされております。これは、教育委員会だけで、当然、こうい

った記載を確定したわけではないと思っております。市長部局とも当然調整をした上で、一つの政

策判断として１３年度を目途にしていくというようなことで整理をされているのが当然だというふ

うに思っておりますので、そういったところに黄色信号がともっていると。ただ、いろんな事情が

ありますので、２～３年ぐらいは誤差の範囲なのかなというふうに思っているところであります。 

 しかしながら、食べ物にも賞味期限があるように、やはり、計画にも、ある程度、賞味期限があ

って、おいしく食べられるうちにやっぱりしっかりと計画を実行していくと。あんまり古くなる

と、すごいスピードで情勢が変わっていってしまうので、本当に、５年もたってしまうと、何を根

拠に整備を進めていくんですかっていうことになりかねないというふうに思っております。 

 そういった疑問意識から、基本構想はいつまでが有効期限だというふうに、市として、教育委員

会として考えているのか、また、どのような条件がそろえば、一体、着手が可能だというふうに見

込んでいるのか、その考え方をお伺いしておきたいと思います。 

○田島社会教育部文化ホール整備担当部長 令和５年度に策定しました基本構想は、将来の文化ホ

ールの在り方について、理念や役割、また施設機能を定めたものでございまして、その有効期限な

どは定めておらず、社会情勢や文化芸術などに関わり大きな変化がない限り、短い期間のうちに変

更にはならないものと考えておりますが、これからも市民の意見などを伺いながら、できる限り早

く整備ができるよう努めてまいります。 

 また、着手可能となる条件についてのお尋ねですが、着手のためには、基本計画の策定ですとか

ＰＦＩに関する簡易調査など、ＰＦＩ活用指針に基づく手続を経て、整備に関する予算のほか、今

後の管理運営に関し、必要となる事項などを整理することが求められてくるものと考えておりま

す。一つ一つ課題に対応しながら取り組んでまいります。 

○中野委員 教育委員会というか、社会教育部としてですか、答弁できるのは今ぐらいの範囲だと

思っております。やはり、財政的なこと、様々な施設整備の優先順位、そして、政策判断というこ

とがありますので、本来であれば、この内容については副市長に聞くところだというふうに思って

おりますが、時間が余れば、最後、副市長にも、ここまでるる教育委員会のほうから答弁がありま

したので、市長部局として、副市長として、どういった認識を持っているのか、尋ねてみたいなあ

と思っております。時間が余ればですね。 

 それでは、ここまでいろいろ答弁をいただきました。教育長にもお聞きをしておきたいと思いま
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す。 

 老朽化によるリスクが高まる中で、これ以上の停滞は許されないというふうに思います。そうい

った内容について、答弁が教育委員会からあったというふうに思っております。丁寧な市民合意を

得ることは大前提ではありますが、同時に、スピード感を持って、不退転の決意でこの事業を完遂

すべきというふうに考えておりますが、今後の取組への強い決意を伺いたいというふうに思いま

す。 

○和田教育長 市民文化会館は、市民の文化芸術活動をはじめといたしまして、全国規模の催事

や、あるいは、コンサートなどの興行事業も行われるなど、様々な目的で使用することができる芸

術文化活動の拠点として、市民の皆様のみならず、周辺地域の方々からも長く親しまれてまいりま

したが、御承知のように、建設から５０年が経過し、建物や設備の老朽化、あるいは耐震化への対

応のほか、現在の市民のニーズにも十分に対応できていない部分もございます。 

 そのため、御質疑にもありましたように、これまで大改修する検討なども行いながらも、課題の

対応のため、幾度か立ち止まり、市民意見を伺いながら、現在は建て替えに向けた取組を進めてお

りますけれども、この間も老朽化が進行し、教育委員会といたしましても、できる限り早く新文化

ホールが開設できるよう取組を進めているところでございます。 

 一方で、基本構想で定めた基本理念あるいは基本的な役割を担うため、さらには、中心地に位置

する大規模な公共施設として、幅広く市民の意見を聞き、しっかりと、そして丁寧に議論を進めな

がら計画策定をすることも必要であると認識してございます。 

 教育委員会といたしましては、今後とも、市民に分かりやすく丁寧な説明や情報発信に努めなが

ら、基本構想が示す新文化ホールの整備に向けて、着実にしっかりと取組を進めてまいります。 

○中野委員 教育長から答弁をいただきました。残り、多分、１０分ぐらいあるのかなあと思うの

で……（発言する者あり） 

 ６分あると言うので、ちょうど時間があるということでありますので、できる限り、新文化ホー

ルが、建設、早くできるように取組を進めていきたいということで教育長からありました。ただ、

今、御答弁いただいた雰囲気、トーンが最大限の決意表明だというふうに思います。やはり、いろ

んな意味で市長部局の動向を見極めながら教育委員会として進めていかなければいけない、そうい

った立場だというふうに思っておりますし、ただ、最前線に立ってこの内容について取組を進めて

いただいて、汗を今日までかいていただいているというふうに思っておりますので、こういった答

弁を踏まえて、やはり、副市長としても考え方を述べるべきかなというふうに思っておりますの

で、最後に、本日出席されております副市長に総括的な観点から伺いたいと思います。 

 これまで教育長並びに教育委員会と質疑をさせていただきまして、市民文化会館の老朽化がもは

や限界に達しており、建て替え整備が待ったなしの急務であることは共通の認識になったかと思っ

ております。教育委員会としても、基本構想に掲げた理念の実現に向けて懸命に取り組んでいる姿

勢は、私も理解したところでございます。 

 しかしながら、この新文化ホールの整備という一大プロジェクトは、教育委員会単独で成し遂げ

られるものではありません。これだけの規模の財源確保、ＰＦＩ手法を含めた整備手法の高度な検

討、そして、何より、新アリーナをはじめとする他の大型公共事業との市全体の予算の優先順位の

整理は、まさに市長部局の政策判断そのものでございます。市民の安全を守り、本市の文化の光を
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次世代へと確実につなぐためには、この事業を教育委員会任せにするのではなく、市長部局が主体

的に汗をかき、市として全庁一丸となって推進する強力な体制が不可欠でございます。 

 そこで、副市長にお伺いしておきたいと思います。 

 市長を補佐し、全庁の総合調整を担う立場として、この市民文化会館の建て替え整備を市全体の

最重要課題の一つとしてどう引き上げていくのか、教育委員会を強力にバックアップし、現実へと

導いていくお考えがあるのか、市長部局としての総括的な見解と決意をお伺いして、私の質疑を終

わりたいと思います。 

○菅野副市長 新文化会館についてのお尋ねでございます。 

 まず、御質問に答弁させていただく前に、平成２６年、改修を断念したときの建築の部長が私で

ございまして、先ほど御質疑の中にもあったように、当初、大ホールを改修して、天井の部分を改

修して、それ以外の必要なところを耐震改修してというような計画を持って、議会にも御説明をし

ていたところなんですが、私、建築の部長になってすぐそこの内容を確認したときに、ちょっと、

大ホールの考え方っていうのかな、改修の考え方にちょっと違和感があって、札幌の専門的な構造

判定機関に相談したところ、改修と併せて、場合によっては、構造部分、要するに耐震の部分にも

少し手をかけなきゃならなくて、場合によっては２０億円ぐらいのプラスがかかるということも、

意見交換の中で出てきたものですけれども、そういうのもございました。また、改修する際、少な

くとも１０か月、場合によっては２年近く大ホールを止めなきゃならないというお話もありまし

て、これだけ多くの市民の方、市民団体の方が、それは市外の道北各地の方も使っている文化ホー

ルを、そんなに長いこと止めてもいいのかというのもございまして、当時、副市長、市長に御相談

させていただいて、教育委員会とも相談させていただいて、最終的には改修は難しいのかなという

判断に至った経緯がございます。 

 そこから離れて副市長になったときに、検討がほぼ進んでいなくて、で、今津市長とお話しした

ときに、こういう経緯があって、設備も軀体も相当老朽化が進んでいて、椅子そのものがもう今の

規格に合わなくて、本当に、利用されている市外の方からも古いねという指摘が随分されるような

施設であって、早く建て替えるなら建て替えるという方向性を決めていかなければならないですね

というお話を、僕は、副市長就任早々にそんな話をした経緯がございます。 

 文化会館は、旭川市民のものだけではなくて、道北地域全体の文化を支える拠点なんですね。多

くの団体の方、道北地域の皆さんに利用されていて、様々な文化活動を支えている拠点であって、

これは、文化というその視点ばっかりでなくて、道北の中核都市としてその機能を失うわけにはい

かない、役割を失うわけにいかないというのは、教育委員会だけではなくて、市の思いでございま

す。 

 したがいまして、今、時間はかかったとしても、検討を進めているところでありますけども、市

としては、ほかの大規模事業と併せて、１０年後以降までも含めた予算の収支見通しを立てながら

やってございますので、その範囲の中で、できるだけ早く着手したほうが事業費は安価に済みます

から、そういう考えの下、教育委員会と御相談させていただいているところでございます。 

 御指摘の中には、使用料のこともございましたし、それから、市民ニーズを、やっぱり、十分に

把握するためには時間も必要だというお話もしていただきました。まさに、そういう点でも必要だ

と思っていますので、できる限り市民の御期待に、あるいは、道北全体の役割を、使命を果たすた
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めにも、早く着手できるように取り組んでいきたいと思っています。 

 もう一点だけ。 

 特に、文化会館のような、その運営に専門性が必要な施設、今、指定管理者で５年ごとに管理す

る方が替わる契約にはなっています、ずっと続いている場合もありますけども。基本的には市が運

営しているってことになりますが、やっぱり、専門性の高い方たちが長期の計画を立てて実際に運

営する、そういう意味では、民間とか専門家のお考えが十分反映された運営というのが本来必要な

んだというふうに思うんですね。そういう意味では、建てるときの手法はいろいろありますけど

も、やっぱり、管理運営の手法については併せて十分に検討する必要がある、そんなふうに考えて

ございます。 

○塩尻委員長 暫時休憩いたします。 

休憩 午前１１時４４分 

──────────────────────────────────────────── 

再開 午後 １ 時００分 

○塩尻委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○たけいし委員 こんにちは。 

 自民党・市民会議、たけいしよういちであります。 

 私からは、早速、３款民生費２項児童福祉費１目児童福祉総務費の若者総合相談事業費について

お伺いをしてまいります。 

 今日は何の日というようなお話がありますけれども、それは、私以降の委員さんが質問のときに

つまびらかにお話をいただけるということだと思いますんで、ぜひとも、どうぞよろしくお願いい

たします。 

 それでは、若者総合相談事業費についてお伺いします。 

 かつて、本市の子育て支援は、他自治体、とりわけ周辺自治体と比して遅れている部分がありま

した。本市は、周辺自治体を支える様々な都市機能を有する言わば母船であり、ある意味、身近な

子育て支援に特化できる小回りの利く施策には踏み出しづらい立場にもありました。しかし、市内

中心部のｗａｋａ・ｂａでは、毎週末に様々なプログラムを実施し、妊婦や子育て世代をサポート

する取組を始めました。５歳児健診についても、人口３０万都市の規模感としては、全国に先駆け

た取組が始まります。今までの概念をビヨンド、超え始めていると実感しています。 

 令和６年度に開設されたこども家庭センターは、母子保健と児童福祉の壁を取り払い、妊娠期か

ら子育て期までを一貫して支える本市の安心のとりでとして、市民から信頼を寄せられています。

専門職がチームで動く伴走型支援は、孤立を防ぐ極めて実効性の高い取組であり、高く評価するも

のであります。 

 本市は、今、今日まで、地道に種をまき、こつこつと水をあげてきた子育ての花のその開花期を

迎えているのではないでしょうか。 

 以上は、本定例会における我が会派、えびな委員による代表質問からの抜粋であります。 

 子育て支援部さん、よくぞここまでたどり着いたと、この場をお借りして感謝を申し上げたいと

思います。 
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 さて、国のこども大綱が掲げるこどもまんなか社会の実現、そして、本市の旭川市こども計画が

目指す全ての子ども、若者が自分らしく幸せに暮らせるまちの構築に向けたこの関連予算について

お聞きしていきます。 

 これまで、本市は、いじめ防止や居場所づくりにおいても、痛みを強さに変える歩みを真摯にこ

つこつと続けてきました。令和８年度、その歩みは、こども・女性・若者未来部という新たな希望

の形へ結実しようとしています。孤独な中で震える若者が一人もいない旭川をつくるため、一隅に

光を当て、未来への投資となるような願いが込められた大作戦、若者総合相談事業について確認し

てまいります。 

 先週は、市内の学校は卒業式ラッシュでありました。巣立ちのときでありますけれども、学校が

替わる、環境が変わる、不安定になって当然の時期でもあります。そんな中、卒業式に出ていない

子たち、出られなかった子たちもいるわけであります。理由はもちろん様々あるでしょう。不登校

になり、先生が自宅まで卒業証書を届けに来たとか、卒業式が終わった次の日に登校して体育館で

卒業証書を受け取るとか、そのほかに、医療的ケアが必要な子などは、市立旭川病院で長期入院を

余儀なくされ、学校の卒業式に出席できない場合、病院側では、患者さんの節目を大切にするため

の温かい配慮が行われたことがあります。 

 御承知のとおり、市立病院には対象となる生徒がいる場合に、教育委員会から依頼があって開設

される院内学級、ひまわり学級といったシステムがありますが、その際には、教育と医療が連携し

たサポート体制が整います。ただ、少なくとも、これは、８年以上、このひまわり学級が開設され

たケースはないとのことですが、かつては、病状により学校へ行けない場合、病院内で卒業式を行

うケースもあったそうです。ひまわり学級にて、学校の先生や病院スタッフ、家族に見守られなが

ら証書を受け取ります。移動が難しい場合は、先生が病室まで足を運び、ベッドの横でアットホー

ムな形での授与が行われることもあったそうです。職員が廊下を折り紙や花で飾りつけたり、卒業

おめでとうの手作りの掲示をつくったりしてお祝いの雰囲気をつくり出したこともあるそうであり

ます。ふだんはパジャマですが、この日だけは制服や正装に着替えて、ナースステーションの前や

庭で記念写真を撮るサポートをすることもあったとか。 

 いろんな卒業の形がありますけれども、さて、翻って、卒業式が一段落し、一体、私たちのいる

この社会は若者たちを受け入れる器なのでしょうか。社会へ飛び出す若者が夢や希望を持てる社会

なのでしょうか。旭川駅周辺で夜を過ごす若者たちの瞳に、私たちはどのような未来を映し出せる

でしょうか。彼らが抱える孤独や不安に公が真っ先に手を差し伸べる、その決意がこの予算、若者

総合相談事業費には込められているはずであります。 

 ここで、いつもの１曲ですが、「君の行く道は はてしなく遠い だのに なぜ 歯をくいしば

り 君は行くのか そんなにしてまで」、御承知のとおり、今からもう６０年前の「若者たち」と

いう大ヒット曲の歌詞であります。年配の方の中には、初めてこの曲を聞いたときの頃を思い出し

て、人生を振り返り、涙する方もおられたというお話を伺ったことがあります。 

 さて、近年、旭川市において、若者に関わる事件や旭川駅周辺に集まる若者の不良行為などが課

題となっています。そうした中、新年度の機構改革でこども・女性・若者未来部が新設され、市政

方針においても、子ども、女性、若者への切れ目のない支援に取り組むとされています。昨年は、

買物公園エリア社会実験、まちにち計画において若者の居場所づくりの実証実験に取り組むなど、
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少しずつ若者に関する事業を進めてきているのは承知していますが、新たに設置する部における若

者に関する新規事業の若者総合相談事業費について確認してまいりたいと存じます。 

 まずは、新規事業の概要と予算についてお示しください。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 若者総合相談事業についてでございます。 

 この事業は、若者に対する包括的な相談支援体制を構築するため、子ども・若者育成支援推進

法、いわゆる子若法の第１３条の子ども・若者総合相談センター機能としての若者総合相談窓口の

開設や、子若法第１９条の子ども・若者支援地域協議会の設置、ヤングケアラー等に対するケアさ

ぽ事業の実施、子どもや若者の非行防止活動の取組などを予定しており、予算額は１千７０８万４

千円となり、その内訳といたしましては、青少年非行防止担当職員等に係る人件費として１千１２

４万３千円、ケアさぽ事業に係る委託料として５１２万９千円、その他、先進地の事例調査に係る

旅費や事務費等として７１万２千円となってございます。また、財源につきましては、国庫支出金

が３４１万８千円、一般財源が４６０万１千円、子ども基金からの繰入金が９０６万５千円となっ

てございます。 

○たけいし委員 子若法に基づく包括的な支援体制と、約１千７００万円の予算を確保されたこと

は、まさに若者の未来を守るという市の確かな覚悟の表れであり、高く評価いたします。 

 私は、彼らが道を踏み外す前に、あるいはつまずいてしまったときに、誰かがそっと肩をたた

き、ここにいていいんだよと言ってあげる、そんな優しさがこの事業の根幹にあるんだろうと感じ

ています。 

 これまでは、悩みの種類によって窓口が分かれ、若者が迷い、たらい回しにされるような制度の

壁があったのかもしれません。しかし、本市は、まちにち計画という現場で彼らの生きた声に触

れ、正面から向き合いました。現場主義を貫いていきたいとの思いを、本市の姿勢を踏まえて伺い

ます。 

 新規事業費として、１千７００万円余りの大変大きな予算であり、金額から見ても、若者に関す

る取組に対する本気度が伝わりました。 

 それでは、先ほども昨年秋に実施されたまちにち計画にも触れましたが、これまでの若者に関す

る市の取組や課題についてどう捉えていますか。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 これまでの本市における若者施策についてでございますが、

例えば、就職など仕事に関わることは経済部局、障害や貧困に関しては福祉部局、自殺や心の病な

どは保健部局といったように、各部局が相談者の状況に応じて個別に対応してきたところですが、

相談先の分かりにくさが課題であると認識してございます。 

 また、子育て支援部におきましても、青少年を対象に、子ども会活動におけるリーダー研修や異

世代交流事業、職業体験事業など、健全育成のための事業や非行防止のための活動を行ってきまし

たが、若者に対する総合的な取組までには至ってございません。こうした中、こども基本法に基づ

き、昨年策定した旭川市こども計画では、乳幼児期や学童期の子どもだけではなく、思春期や青年

期の者も計画の対象として、施策を進めていくこととしたところです。今年度は、計画に基づき、

若者の居場所について検討してきたところであり、支援の現場へ出向いて実態を把握したり、まち

にち計画で若者の居場所を設置し、実際に若者の声を聞くだけではなく、若者の支援を行う団体な

どにも来ていただき、関係構築につながったものと考えてございます。 
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 こうした取組を踏まえ、困難を抱える若者には、それを支える人との出会いが大切であり、特

に、義務教育終了後には、進学や就職をしていなかったり、進学しても中途で退学した若者等への

支援が途切れることのないよう、関係機関が連携して支援を続けていくことが重要であると認識し

たものでございます。 

○たけいし委員 ただいまの御答弁、縦割りの弊害を認めつつ、義務教育終了後の空白も埋めよう

とする真摯な分析、明快な認識だと思います。現場で関係を構築した経験は、何物にも代え難い本

市の財産でもあります。 

 さて、１８歳の壁という言葉がありますが、義務教育が終われば、自己責任という冷徹な言葉に

さらされ、行き場を失う。行政が差し伸べる手は、その壁を越えてもっと遠くまで、もっと深く届

かなければなりません。許されるべき若者の定義、そこには市のどのような精神が込められている

のでしょうか。こども大綱が示すとおり、子どもから若者への移行期は、本来、グラデーションの

ように切れ目のないものであるべきです。中学を卒業した瞬間に、支援の糸が途切れてしまうよう

なことはあってはなりません。どこまでも若者に寄り添い、伴走し続けてほしいと願います。 

 これまでの取組は、若者に対して包括的な取組とはなっておらず、義務教育までは行政や学校な

どの関わりの中で支援ができていたものが、それ以降は包括的体制となっておらず、支援が途切れ

てしまうこともあるということでありました。 

 それでは、若者の対象年齢とは幾つまでとなりますか。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 こども基本法に基づくこども大綱や本市のこども計画におい

ては、その対象を１８歳や２０歳といった年齢で必要なサポートが途切れることのないよう、心身

の発達の過程にある者としており、若者についてはおおむね３０歳未満とし、施策によってはポス

ト青年期である３９歳までとしております。 

○たけいし委員 施策によっては３９歳のポスト青年期までを対象とするものとの御答弁でありま

した。 

 ３９歳、４０歳一歩手前でありますけれども、４０歳、不惑の一歩手前の年齢であります。この

不惑、孔子の「論語」に、子「四十にして惑わず」というのがありますけれども、これ、２千５０

０年前の話ですけども、この意味には、御承知のとおり、４０歳を超え、自信を持ち、進むべき道

に迷いがなくなったことを表しています。他方で、この言葉には別な意味もあるとのことです。そ

れは、４０を超えたらもう人っていうものは変わらない、人間は、もう４０を超えたら変われない

という、少しどきっとする意味も込められているということであります。変われなくなる前に救わ

なければなりません。 

 さて、なぜ３９歳までという、一見すると大人と思われる年齢までを支援の対象とするのか、そ

れは、国のこども大綱や子ども・若者育成支援推進法、子若法の根拠に基づき、現代社会が抱える

自立の長期化と孤立の深刻化に真正面から向き合うためです。 

 関連法等を読んでいくと、大きく３つの重要な理由が浮かび上がります。 

 まず、ポスト青年期という不安定な時期のサポートであります。かつては、２０代で社会人とし

て自立し、家庭を持つことが一般的でしたが、現代は非正規雇用の増加や晩婚化、高学歴化によ

り、３０代になっても経済的、精神的な基盤が不安定なポスト青年期と呼ばれる層が増加していま

す。３０代は、キャリアのつまずきや親の介護、ケアラー化等、社会的な孤立や自立の困難さが顕
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在化しやすい時期だからであります。また、ひきこもり対策としても、内閣府の調査では、４０歳

未満、３９歳までを若年層の支援対象として定義しており、この層を放置することが、後の８０５

０問題、老老介護といった深刻な社会問題に直結するという危機感があります。 

 どんどん御紹介していますが、２つ目に、１８歳の断絶を埋める切れ目のない支援をうたってい

る点が挙げられます。最も画期的なのが、年齢による支援の途切れを防ぐ点です。虐待などで１８

歳まで児童福祉の保護下にあった若者が、成人した途端に公的なつながりを失い、社会の荒波に放

り出される１８歳の壁を乗り越えるサポートに主眼を置いています。３９歳までを対象に含むこと

で、１０代から続く困難を、３０代まで一貫して、本人の同意に基づき伴走し続け、支援の継続性

を担保することが可能になります。 

 最後に、３つ目が、法的根拠とこども大綱の精神であります。こども大綱では、年齢で機械的に

区切るのではなく、心身の発達の過程にある者を広く対象としています。若者が社会の中で自分の

居場所を見つけ、幸せを実感できるようになるまでは、公的な支援が必要であるという考え方で

す。また、３０代のうちに適切な支援を行い、社会復帰や自立を促すことは、将来的な生活保護コ

ストを抑え、社会の担い手を増やすという未来への投資の側面も持っています。旭川市が３９歳を

射程に入れるのは、単に対象を広げているのではありません。一度つまずいたら終わりという冷た

い社会を終わらせ、何歳からでも何度でもやり直せるという温かなセーフティーネットを構築する

ための戦略的かつ人間愛に満ちた選択だと言うことができます。 

 この３９歳という数字には、一人の若者を一人の大人として完全に自立するまで見捨てないとい

う、行政の強い決意が込められていると思います。本市が挑もうとする３９歳までのポスト青年期

を含め、年齢の壁を越えた心身の発達過程にある者全てをサポートする姿勢は、まさにこどもまん

なかを体現する先進的な定義だと言えます。 

 さて、３９歳という社会の中で最も孤立しやすい年代までを支えるということは、決して容易な

ことではありません。しかし、子若法の精神に基づき、教育、福祉、医療、更生保護といった他分

野が一つに集う救済のスクラムを組むことこそ、今求められる地方自治の姿であります。 

 そこで、ポスト青年期となる３９歳までということで、かなり対象が広くなると感じます。そう

いう年代までの支援に取り組むのは大変ではないかと思いますが、新たに設置する子ども・若者支

援地域協議会とはどういうものなのでしょうか。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 いわゆる子若法の第１９条では、地方公共団体は、関係機関

等が行う支援を適切に組み合わせ、効果的かつ円滑な実施を図るため、関係機関等で構成される子

ども・若者支援地域協議会を置くように努めるとされており、社会生活を円滑に営む上での困難を

有する若者等を地域で支援するネットワークの整備が求められてございます。協議会には、地域に

おける福祉や教育、保健、医療、雇用、矯正、更生保護などの関係機関の参加を想定しており、こ

れら各分野の横連携を深め、困難を抱える若者への支援内容の協議や情報交換を行ってまいりま

す。 

 また、児童虐待などへの対応に関しましては、現在、子ども総合相談センターが調整機関となっ

て運営する要保護児童対策地域協議会、いわゆる要対協がありますが、対象児童が１８歳に達した

後においても、継続的な支援の必要性や、本人の同意を得た上で、子ども・若者支援地域協議会と

情報共有等を行うことにより、年齢によって途切れることのない効果的な支援が実践できるものと
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考えてございます。 

○たけいし委員 他分野の横連携に加え、要対協からのバトンを本人の同意という信頼の絆でつな

ぎ止めるこの仕組みは、切れ目のない支援の理想形と言うこともできるわけです。 

 他方で、先進事例である大阪府豊中市の例で言えば、課題と懸念事項として、本人同意のやはり

ジレンマが挙げられます。要対協から新たな協議会への情報共有には本人の同意が不可欠でありま

すが、支援が必要な若者ほど行政を忌避する傾向があります。同意を得るまでの信頼関係構築が運

用のハードルとなっているようであります。また、いわゆる実効性の維持については、教育、医

療、雇用など多分野の機関連携で、形式的な会議、顔合わせに終わりがちだということです。豊中

市のように、具体的なケース検討を軸にした顔の見える関係をいかに日常化できるかが形骸化を防

ぐ鍵となるとのことであります。 

 そして、本市は、既にこういった豊中市等の先進事例を調査研究しているということでありま

す。御苦労さまであります。そういったことはもとより、本市の今後においては、財源の持続性

も、予算額１千７０８万４千円のうち、半分以上の９０６万５千円をこども基金からの繰入金に頼

っています。基金に依存しない安定的な一般財源の確保が中長期的な課題となってくることでしょ

う。 

 さて、子ども総合相談センターは、新年度、機構上もこども家庭センターになり、乳幼児期から

若者まで一つの部において一貫した支援が行えるということは、若者の困難さの解消にもつながる

ものと考えます。 

 この協議会や若者に特化した窓口、法第１３条、子ども・若者総合相談センターはあまり聞きな

じみがなかったものですが、どの自治体にもあるのでしょうか。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 令和７年４月１日現在、地域協議会を設置する自治体は、全

国では１４５自治体となっており、北海道内では北海道、札幌市、帯広市、苫小牧市、石狩市、中

頓別町の６自治体となってございます。また、若者総合相談センター設置は、全国では１２４自治

体となっており、道内では札幌市、石狩市、白老町の３自治体となっております。センターと協議

会の両方を設置するのは、全国では９７自治体、道内では札幌市と石狩市のみとなっており、全国

的にも設置が進んでいない状況にあります。 

○たけいし委員 このたびの子ども・若者支援地域協議会、この包括的な体制を整えることは、全

国的に見ても極めて高い志と決断力を必要とするものです。本市が、先行する札幌や石狩といった

限られた都市と並び、この北の大地から日本の若者支援をリードしていこうとするその気概で力強

く前へ進めていただきたいと思います。 

 本市が、全国的にも設置が進まない中、道内でも数少ない二段構えの支援体制を整えようとして

いることは、旭川市の先駆性と子ども、若者に対する熱意を証明していこうとするものです。道内

でも数少ない、全国に先駆けた決断をされたことは高く評価をいたします。 

 そして、もう一つ、絶対に見逃せないのが、家庭の事情を一身に背負い、自分自身の青春を家族

のためにささげているけなげな子どもたち、ヤングケアラーの存在であります。彼らのＳＯＳは、

家庭という密室に隠れ、見えにくいものです。家族を支えている彼らのけなげな努力を孤独にさせ

てはなりません。彼らが、自分の人生という翼を広げ、いつか自由に空も飛べるようになるため

に、本市はどう救いの網、ネットを広げていくのでしょうか。相談窓口もセンターも全国的にも進
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んでいない中で旭川市は新年度から実施をするということで、これもかなりの先駆的な取組であり

ます。 

 さらに、もう一つの新たな取組として、ケアさぽ事業と、どういうものでしょうか。ヤングケア

ラーにはこれまでも議会で様々な質疑がありましたが、どのように進めていこうと考えているの

か、お聞かせください。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 ケアさぽ事業につきましては、過度な家族介護や家事負担を

担っているヤングケアラーに対する支援等を、これまで相談事業等の事業実績等がある民間への委

託により実施するもので、委託先においてコーディネーターを配置し、当事者からの相談対応を行

うほか、１８歳未満は、学校とのつながりやこども家庭センター等による支援体制の構築を、１８

歳以上は、専門的な相談支援機関等に誘導することで、より早期にかつ状況に応じた対応が行える

ものと考えております。 

 こうした取組において、より重度なネグレクトや児童虐待のおそれがあるような場合は、適切に

こども家庭センターや児童相談所などへ引き継ぐなどの必要な対応を行ってまいります。 

○たけいし委員 民間の知見を生かしつつ、１８歳を境に決して見放さない誘導体制を構築してい

こうという試みは、当事者にとってこの上ない安心感につながるすばらしい決断であると思いま

す。 

 最後に伺います。 

 どれほど立派な組織図や法律があっても、そこに体温がなければ若者の心は開きません。窓口で

待つのではなく、彼らの痛みが鳴り響く街角へ、ＳＮＳの闇の中へ、愛を持って飛び込んでいく、

職員や御関係者の方々は、時にプライベートを犠牲にして職務に当たることも多々あるのではない

でしょうか。かなりの決意が必要ですし、本当に大変な使命だと思います。 

 ここで、旭川の若者は私たちが守るという決意をお聞かせください。 

 新たに若者に関する取組を聞かせてもらいましたが、困難を抱えた若者は相談しにくいのではな

いでしょうか。どのように事業の実効性を高めていくのでしょうか。 

○向井子育て支援部長 事業の実効性についての御質問でございます。 

 現代の若者につきましては、ヤングケアラーをはじめ、いじめや不登校、ニート、ひきこもり、

性的マイノリティーなどの課題が複雑多様化しており、そうした中で、様々な困難や生きづらさを

抱えている方が多くいらっしゃるものと認識をしております。 

 こうした若者の課題に対応していくためには、市が相談窓口を設置すれば全て解決できるという

ものではなく、やはり、温度感、体温を持ち、一つ一つの悩みに丁寧に寄り添い、適切な機関へつ

なげるための橋渡しを果たしていくことが、次年度に設置されるこども・女性・若者未来部であ

り、女性・若者応援課の役割であり、新たな事業の目指すところであるというふうに考えておりま

す。 

 この役割の実現に向けては、何より関係機関の連携が大切であり、必要なときに必要な支援につ

なげるため、日頃から顔の見える関係の構築が重要になると認識をしており、今年度から、少しず

つではありますが、若者の支援団体との関係づくりを進めてきたところではございますが、今後

も、その取組をさらに進め、若者の困難に直面したときに迅速に対応できる体制をつくってまいり

たいと考えております。 
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 また、相談窓口についても、窓口を設置し、市役所で待っているだけでは若者の困難には目が行

き届きませんので、やはり、積極的に各所へ出向き、自発的に支援を求めることができない方など

に対しては、アウトリーチ型の支援を時間をかけて粘り強く行っていく必要性も感じております。 

 あわせて、新たな部署で若者の相談支援を行っていくことの積極的な周知、広報を進め、困って

いるということだけではなく、気軽に話に来られる、相談に来てもらえるような雰囲気づくりも大

切であると考えております。 

 これまで、こうした包括的な事業は部内でも例がなく、手探りでのスタートとはなりますが、い

じめ防止対策推進部と女性活躍推進部、そして子育て支援部が統合して、新たにこども・女性・若

者未来部となることでの、今までの部における取組の実績やスケールメリットも生かし、より広範

なネットワークの形成が可能になると考えております。 

 新年度は、委員からも先ほど御紹介のありました豊中市の事例がありますけれども、若者支援の

先進事例の調査も行う予定となっております。まずは、調査の結果も参考としながら、３部統合の

強みを生かし、本市の若者が、将来に希望を持ち、円滑な社会生活を送ることができるよう、関係

機関ともしっかり連携を図りながら、効果的な事業の内容についての検討を進めてまいります。 

○たけいし委員 ただいま、部長から、アウトリーチ型の支援を時間をかけて粘り強く行っていく

必要性を感じているとの御答弁がありました。 

 厳しい覚悟が必要な事業だと思います。ややもすると、今後、現場はこんなものではないとか、

現場を分かっていない、こんなことをおっしゃる向きも出てくることでしょう。ただ、たとえ石を

ぶつけられたとしても、何年か後には、あのときの行政の判断は正しかったんだ、あれがよかった

んだと言われるよう、旭川の子どもたち、若者たちのために、ここ一番、踏ん張っていっていただ

きたいと思います。 

 そして、この一大プロジェクトに挑むに当たり、それぞれの部署が今まで培ってきたノウハウを

共有しながら、それぞれの部署が今までのストロングポイントとウイークポイントを相互に補い合

いながら、組織ガバナンスを進めていっていただきたいと思います。皆さん、それぞれに折り合い

をつけて、今までのようなチームプレーで知恵を出し合って乗り越えていってください。 

 冒頭に御紹介しました歌の、あれは１番ですが、３番の歌詞に、「君の行く道は 希望へとつづ

く 空に また 陽が昇るとき 若者はまた 歩きはじめる」というふうにこの歌は締められてい

ます。「君の行く道は 希望へとつづく」と歌ったあの時代から半世紀を超え、今の若者たちが歩

む道は決して平たんではありません。孤独や不安に震え、どこへ続くか分からぬ道を独り歩む彼ら

に、今こそ、本市が帰るべき港を示すときであります。 

 国のこども大綱が掲げるこどもまんなか社会をこの旭川から具現化する新部署への期待を込め、

このたびの若者総合相談事業における本市の一歩を踏み出す勇気に心からの敬意と精いっぱいのエ

ールを送り、３部署統合のスケールメリットを生かしたアウトリーチへの強い意志と粘り強く寄り

添う姿勢が、旭川の若者たちにとっての希望となることを確信して、本市のこの新たな挑戦が旭川

の未来を担う若者たちの笑顔に直結することを願い、この質疑は終わります。 

 続きまして、小・中学校適正配置推進費についてお伺いをしてまいります。 

 ３月２０日は、国公立大学の後期日程の合格発表の日ということでありまして、今を去ること、

ウン十年前、私は、国公立大学の受験に失敗をいたしました。横山先生が、先日、私は共通１次試
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験の最初の第１世代だというふうにおっしゃっていましたが、私は、その共通１次試験の最後の

年、１９８９年の年で、私の次の年からセンター試験というふうになりました。４～５年前から大

学入学共通テストというような話になりましたけれども、それに失敗をしまして、受けた大学は、

上野先生も、横山先生も、中村みなこ先生も合格されたあの大学でありまして、道教大旭川の受験

に失敗をいたしましたので、以降、受験に失敗していますんで、特段の御配慮を賜りますようよろ

しくお願いいたします。 

 さて、昨年の１１月１０日、旭川市立嵐山小中学校の閉校記念式典がありました。卒業生やＯＢ

の教職員の方々、これまで地域全体で見守ってこられた住民の方々が出席されました。式典では、

小学生２人、中学生１人からそれぞれお別れの言葉と、嵐山伝統の笠踊りが披露されました。元気

で伸び伸び、はきはき、とっても立派でした。そして、最後に、嵐山小中学校最後の児童生徒会長

さんから旭川市長へ校旗の返還がありました。それは、優勝旗返還のようなお返しをする儀式であ

りまして、私たちの校旗をお返ししますと、けなげに校旗を市長へ返す光景には、私は、閉校にな

ると学校の校章が入った旗を市に返さなければならないのかと、とても悲しい気持ちになりまし

た。正直、こんなことがあっていいのかと、やっぱりかわいそうで、寂しさでいっぱいになりまし

た。 

 そして、年が明けて３月、嵐山小中学校では最後の卒業生に卒業証書が手渡されました。嵐山小

中は、１９００年、明治３３年に前身となる下江丹別簡易教育所が開設、小学校は創立１２５年、

今回最後となった中学校の卒業式は今回で７８回目、小中９年間を過ごした生徒さんが中学校とし

て５９６人目の卒業証書を受け取ると、とても温かい拍手に包まれました。地域の皆さんに見守ら

れながら嵐山でずっと育ちました、嵐山の最後の卒業生であることに誇りを持ち、将来の夢に向か

って歩いていきたいと挨拶しました。嵐山小中学校は、忠和小学校、忠和中学校へそれぞれ統合さ

れ、閉校されました。 

 地域の小中学校の役割って何でしょうか。旭川の宝である子どもたちが変化の激しいこれからの

時代を生き抜く力を育むためには、学びの場の在り方を真剣に考えなければなりません。まずは、

本市が使命感を持って取り組んでいる小中学校の適正配置について、その根幹から確認をいたしま

す。 

 小中学校の適正配置に係る事業概要をお伺いいたします。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 小中学校の適正配置は、少子化により児童生徒数

の減少や学校の小規模化が進行する中、統廃合や通学区域の見直しにより学校の規模を一定規模に

確保することで、児童生徒にとって望ましい持続可能な教育環境を実現するため、平成２７年に、

令和１１年度までの１５年間を期間とした旭川市立小・中学校適正配置計画を策定し、取組を進め

ているところでございます。 

○たけいし委員 本市は、１５年間の適正配置計画で、持続可能な教育環境を目指し、取組を進め

ているとのことであります。少子化の加速により、計画どおりの規模確保が令和１１年度以降も維

持できるのか、将来的な再編の必要性も懸念されるところであります。 

 平成２７年度の計画策定から１０年、これまで多くの地域の方々や保護者の皆様が、母校への愛

着や寂しさを抱えながらも、子どもたちの未来のために苦渋の決断を下してこられました。その歩

みの重みをかみしめつつ、これまでの具体的な流れを伺います。 
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 平成２７年度の計画策定以降の進捗状況を御教示ください。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 平成２７年度の計画策定以降、令和７年度からの

３期計画改訂まで１４校を統廃合対象校としており、これまで、平成２８年に聖和小学校、平成３

１年に千代ヶ岡小学校、令和２年に旭川第２小学校と旭川第２中学校、令和５年に旭川第１小学

校、令和７年に嵐山小学校、嵐山中学校と、合わせて７校の統廃合を実施してございます。 

○たけいし委員 １４校を対象として、現在まで７校の統廃合を完了との御答弁でありました。 

 本市の適正配置は着実な歩みが見られます。一方で、未実施校における地域住民の母校への愛着

や合意形成の難航が今後の進捗に影を落とさないか、いささか心配ではありますが、これは、単に

数を減らすことが目的ではありません。全ては、子どもたちが多様な価値観に触れ、切磋琢磨し、

社会性を育むための環境づくりであるはずです。教育委員会が描く、子どもたちにとっての真に望

ましい姿とはどのようなものか、そのお考えを伺います。 

 教育委員会では、児童生徒にとって望ましい学校規模についてどのように考えているのでしょう

か。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 文部科学省では、子ども一人一人の特性に応じた

指導を行うことで、基礎的な知識や技能の確実な習得を目指す個別最適な学びと、他者との対話や

協力を通じて、より豊かな学びを実現することを目指す協働的な学びの一体的な充実が重要として

おります。 

 本市では、多くの児童と付き合うことができるクラス替えがある規模が児童生徒にとって望まし

いとの考えから、統廃合対象校を定めています。 

○たけいし委員 集団の中での協働的な学び、整理されて出ていますが、重視して、クラス替えが

可能な規模を理想とするという御答弁でありました。大規模化による個への目配りの低下やなじめ

ない子へのきめ細かな支援が少々懸念されるでありましょう。どうか、特段の御配慮をお願いした

いと思います。 

 特に、郊外に目を向ければ、学校は、単なる教育施設ではなく、地域の灯台であり、心のよりど

ころであります。そこを統廃合の対象とするからには、明確な根拠と地域への深い配慮が不可欠で

す。改めて、その線引きについてお聞きします。 

 これまで郊外の小中学校が統廃合されてきていますが、統廃合の対象としている基準や区分を改

めてお示しください。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 適正配置計画では、望ましい学校規模を確保する

ため、小学校は５学級以下の過小規模校、もしくは、通常学級の児童数が１００人以下の小規模校

を、中学校は５学級以下の過小規模校を統廃合の対象としております。一方、過小規模校であって

も、旧合併地域において拠点としての役割を持つ江丹別小中学校といった地域拠点校や、特認校と

している富沢小学校、旭川第５小学校、桜岡中学校、また、施設職員による登校支援などの配慮が

必要とされる児童養護施設の近隣校である台場小学校は存置することとしております。 

○たけいし委員 基準を設けつつ、江丹別等の地域拠点校や特認校は存置する方針であります。存

置校と統合校の間で教育設備や活動環境に格差が生じ、不公平感につながらないか、今後も、今ま

でどおり注視してまいりましょう。 

 一方で、小規模校には大家族のような温かさがあり、一人一人に寄り添う教育が実践されてきた
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歴史があります。そのよさを認めつつ、あえて統廃合を進めなければならない葛藤もあるはずで

す。教育委員会として、真実味のある捉え方を伺います。 

 小規模校について、教育委員会はどのように考えていますか。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 過小規模校の中でも、特に全校の児童数が５０人

を下回る場合、児童生徒一人一人に教員の目が届きやすく、きめ細かい指導が行いやすい、異学年

間を含む児童生徒相互の人間関係が深まりやすいといった、そういうよさがあるものと認識してご

ざいます。一方で、運動会などの学校行事や集団活動に制約が生じること、付き合う対象が限定的

になり、新たな人間関係が構築されないことも指摘されております。また、複式学級の編制によ

り、例えば、小学校２年生と６年生の児童が同じ教室で学ぶ場合、児童、教員の双方にとっても少

なからず課題が生じるものと考えております。 

○たけいし委員 小規模校のよさを認めつつ、複式学級等への課題を述べられました。 

 きめ細かな指導の利点を失う痛みは大きく、統合によって画一的な教育に陥り、個性が埋没しな

いかという懸念はやはり残りますが、いよいよ、計画は、第３期、最終局面へと入ります。少子化

の波は止まることがなく、現場の状況は刻一刻と厳しさを増しています。現在、統廃合の対象とな

っている学校が今どのような状況にあるのか、厳しい現実の数字を伺います。 

 令和６年度に計画の見直しを行い、現在、第３期計画期となっていますが、現状の統廃合対象の

児童数、学級数についてお伺いをいたします。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 令和７年度から１１年度までの第３期計画期にお

いて統合対象校は７校あり、令和７年５月１日現在の各学校の通常学級の児童数、通常学級数につ

きましては、過小規模校では、雨紛小学校が５人で３クラス、日章小学校が３０人で４クラス、正

和小学校が３９人で５クラス、大町小学校が３０人で４クラス、近文第２小学校が２８人で３クラ

スとなっております。また、小規模校では、永山東小学校が７７人で６クラス、新町小学校が８８

人で６クラスとなっており、永山東小学校と新町小学校以外は複式学級が編制されております。 

○たけいし委員 第３期対象校の多くが複式学級という厳しい現状であります。学びの質確保は急

務ですが、急激な環境変化が児童の心理的負担となり、不登校等の引き金にならないか、慎重な配

慮をまたお願いいたします。 

 他方で、複式学級に対応する教職員の方々の御苦労はいかばかりかと拝察をいたします。 

 数字の裏には、戸惑う子どもたちや不安を抱える保護者の日常があります。計画を形にするため

には、何よりも丁寧な対応の積み重ねが必要です。この勝負の年とも言える今年度、具体的にどの

ような姿勢で地域と向き合ってきたのでしょうか。 

 統廃合対象の基準や対象校の現状について詳しく聞いてまいりましたが、今年度の適正配置の取

組状況をお伺いいたします。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 令和７年度から計画最終の第３期となることか

ら、昨年の５月と６月に、統廃合対象校の７校全てにおいて、保護者や地域の方などを対象に改め

て説明会を開催し、望ましい学校規模の必要性のほか、児童数の推計や施設の老朽化の状況、通学

支援の在り方などについて意見交換を行ったところです。その後、説明会での意見を踏まえ、各学

校の状況に応じて、保護者に対しては、個人面談に加え、参加しやすいよう授業参観日に合わせた

説明会も数度にわたって行ってまいりました。また、市民委員会や町内会などからも意見を伺い、
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さらには、町内会未加入の方もいるため、未就学児童の保護者に対しては個別にアンケートを実施

するなど、丁寧に取組を進めているところでございます。 

○たけいし委員 ただいま、全対象校で説明会を行い、個別にアンケートも実施し、丁寧に傾聴と

ありました。 

 私も、一昨年、嵐山中央会館で開かれた嵐山小中学校閉校に関する地域住民説明会に参加をさせ

ていただきました。開催に先立って、本市の職員さんが嵐山地域のお宅の全戸をお手紙を持って丁

寧に御説明に回ったとお聞きしました。嵐山地区全戸、これ、４０戸近くありますが、足を使って

一軒一軒訪問したとのことであります。これには頭が下がります。 

 また、地域住民説明会は、やはり、若干紛糾をしましたが、参加された方々それぞれから様々な

御心配の御意見をいただきました。少々長時間になりましたが、同席した教育長さんも、学校教育

部長さんも、そして職員の方々も、対応は極めて丁寧で真摯でありました。最後は、町内会長さん

も含め、納得してくださったと思います。 

 さて、説明会等の場では、言葉にならないほどの切実な声、時には厳しい叱咤激励もあるでしょ

う。それら一つ一つの声に市はどう向き合ってきたのか、現場で交わされた賛成、反対を超えた市

民の本音を包み隠さずお示しください。 

 説明会では、統廃合に対する反対や賛成の声、通学や学校がなくなることへの不安など、保護者

や地域からどのような意見があったんでしょうか。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 説明会などでは、保護者から、少人数の学校は教

員の目が届きやすい、大きな学校だと不安、地域住民からは、学校がなくなると地域に若い世代が

いなくなるなど、統廃合に反対、慎重な意見がありました。一方で、児童数が少なくなると、集団

生活の中でしか学べない協調性を育む機会を失うことにつながりかねない、クラス替えがないた

め、関係が濃密になり、トラブルがあった際、対処に苦慮しているなどの理由から、賛成の意見も

ありました。また、転校先が遠くなり、通学が心配といった意見もございました。 

○たけいし委員 賛否両論の声があり、特に、地域の衰退や通学の不安が根強いと感じました。賛

成派の方々の期待に応えつつ、反対派の方々の描く、地域の火が消えるという喪失感への心のケア

が不足しているのか、やはり心配になりました。 

 多種多様な意見があったようですが、地域から寄せられた不安を放置したまま、計画だけを強引

に進めることは許されません。大切なのは、統合後も子どもたちが笑顔で通い続けられるという安

心感をどう形にしていくかです。 

 今後の覚悟を伺ってまいります。多種多様な意見があったようですが、今後は、保護者や地域の

声を踏まえ、どのような取組を進めていくのでしょうか。 

○小松学校教育部教育政策課適正配置担当課長 児童、保護者の中には、人数が多い学校では子ど

もがなじめないのではないか、通学距離が長くなり、不安であると感じている方々がおられます。

このため、統合先の学校に対して、転校時の配慮や交流学習を依頼するとともに、担当部局とも連

携しながら通学時の安全確保対策を講じるなど、不安の解消に取り組んでまいります。 

 統廃合の推進に当たっては、労をいとわず、様々な方から意見を伺う機会を積極的に設け、児童

や保護者、地域の方々が抱える不安に寄り添いながら丁寧に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 
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○たけいし委員 交流学習や安全対策で不安解消に努め、寄り添う姿勢は大いに共感するものであ

ります。通学路の安全確保は、ハード、ソフトの両面で際限がないため、真の安心を継続的に担保

できるよう取り組んでいくというような御答弁でありました。 

 学びの質を支えるのは、子どもたちが一日の大半を過ごす校舎という器であります。広大な面積

を持つ本市において、老朽化が進む膨大な施設を維持していくことは、将来世代に過度な負担を回

さないための喫緊の課題です。現在の真実をお伺いしてまいります。 

 ここまで、統廃合に当たっての教育委員会の考え方や取組経過を聞いてまいりましたが、本市は

周辺の町村を合併してきた歴史的経緯から、行政区域が広大であり、学校数も多いです。老朽化し

ている学校も多くなる中で、持続可能な学校環境の維持、整備の視点も必要と考えます。 

 小中学校の校舎の築年数や老朽化の状況はどのようになっているでしょうか。 

○板東学校教育部学校施設課長 本市の小学校については、その多くが昭和５０年代から６０年代

にかけて建築されており、令和７年４月１日現在、建築後３０年を超える学校が５７校で約８

０％、建築後４０年を超える学校が３９校で約５０％となっております。このため、複数の学校で

屋根の塗装や外壁、建具等に劣化が生じている状況になっております。 

○たけいし委員 校舎の８割が築３０年を超え、老朽化が顕著とのことであります。適正配置によ

る長寿命化は合理的ではありますが、改修待ちの学校で安全性が損なわれたり、学習環境が著しく

低下したりしないか少し心配ではありますが、想像を絶する維持管理費、そして人手不足、これら

を前にして理想だけでは語れない厳しい現実が横たわっています。市が直面している具体的な壁、

そして、予算や工期の確保における苦悩について率直な認識をお伺いしたいと思います。 

 施設の老朽化対策を早急に講じるべき学校が集中しており、維持管理費の経費も相当必要と思い

ますが、どのような課題があるか、お伺いいたします。 

○板東学校教育部学校施設課長 本市の学校施設では、老朽化に伴う建物の改修や設備の更新に加

え、多くの施設で日常的に修繕が発生しており、７３校の学校施設を抱える本市において、これら

を短期間で解消することは非常に難しいという状況にあります。今後、改修事業を着実に実施する

ためには相当な費用と期間を要することから、多くの学校施設の維持管理に必要な予算の確保はも

とより、学校を使用しながら改修を行うため、工期の確保や施工範囲が限定になる点や、人手不足

による受注先の確保等についても課題であると認識しております。 

○たけいし委員 予算確保や人手不足に、工期遅延が大きな課題であるとの御答弁でありました。

限られた財源の中で優先順位が不透明になれば、現場の不満を招き、持続可能な維持管理が破綻す

るリスクをはらんでいるとも言えます。 

 さて、箱物もさることながら、教育の質を左右するのはもちろん人であります。すなわち、教職

員の皆さんです。少人数ゆえに一人にのしかかる責任と業務が多過ぎて、それが子どもたちへの教

育に影を落とすことがあってはなりません。現場の教職員配置のリアルを伺います。 

 児童数が少ないと細やかな指導が行いやすいという反面、教職員の人数も減り、教員の負担が増

えるといった声もあります。統廃合対象としている５学級以下の過小規模校では、教職員の配置は

どのようになっているのでしょうか。 

○山下学校教育部教職員課長 教職員の配置については、いわゆる義務標準法に基づく教職員定数

において、通常学級が５学級の小学校の場合、校長及び教員が７人と養護教諭、事務職員の合計９
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人の配置となります。３学級で児童数が１５人の場合は、校長及び教員が４人と養護教諭、事務職

員の合計６人の配置となります。また、児童数が１５人未満になると事務職員が、同じく、１０人

以下になりますと養護教諭が、さらに、全校で２学級以下になりますと教頭がそれぞれ配置されな

いなど、学級数や児童生徒数が減ることにより配置される教職員数も減ることとなります。 

○たけいし委員 規模縮小に伴い、養護教諭や事務職員が不在となる配置基準の壁であります。教

職員定数の削減は、現場の負担を直撃し、教育の質だけでなく、教員の心身の健康への影響が強く

懸念されるものであります。専門以外の教科を教えざるを得ない状況や養護教諭が不在の不安、こ

れらは、子どもたちの学びの権利に直結する深刻な問題であります。教職員の配置という側面から

見た過小規模校が抱える教育現場のある種の限界について見解を求めます。 

 教職員の配置から見た過小規模校の課題についてお示しください。 

○山下学校教育部教職員課長 児童生徒数や学級数が少なくなると、複式学級となったり教職員配

置数が減少したりするだけではなく、養護教諭、事務職員が配置されなければ、庶務的な業務を含

め、学校運営面での課題が生ずると考えております。特に、中学校においては、複式学級の場合、

十分な教員が配置されないことから、専門外の教員が教科を担当するなど、教育効果への影響があ

るとも考えております。 

○たけいし委員 複式学級や専門外教科の担当など、過小規模校の教育環境は限界に近くなってき

ています。配置の不備が子どもたちの学力格差を招き、教育の機会均等が揺らぐ事態は避けなけれ

ばなりません。ここは、ぜひ特段の御配慮を賜りたいと存じます。 

 さて、一律の規模確保だけが正解ではないはずです。本市が誇る豊かな自然を生かし、通学区域

を越えて個性を伸ばす特認校は、旭川らしい教育の多様性を示す希望の光でもあります。これまで

の歩みと現在の志願状況について、改めて伺います。 

 本市では、豊富な自然の中で豊かな心とたくましい体を育ててもらうため、通常の通学区域に関

係なく就学できる特認校を指定していますが、特認校の設置経過と現在の児童数や学級数などの状

況をお伺いいたします。 

○江渕学校教育部学務課長 本市では、特認校として、神居町富沢にございます富沢小学校を昭和

６１年に、小中併置校では東旭川町東桜岡にございます旭川第５小学校、桜岡中学校を平成２年に

それぞれ指定しております。学級数と児童生徒数については、富沢小学校が３クラスで２４人、う

ち校区外が２２人、旭川第５小学校が特別支援学級１クラスを含む４クラスで１２人、うち校区外

が４人、桜岡中学校が３クラスで２２人、うち校区外が１６人となっております。 

 特認校への就学については、豊かな自然環境の中で心身ともにたくましい子どもを育てたいとい

う保護者の希望がある場合、通学時間など一定の条件に基づき認めておりますが、各学校におきま

しては、それぞれ特色のある教育活動を展開しているところでございます。 

○たけいし委員 豊かな自然を生かした特認校には、やはり根強いニーズがあります。しかしなが

ら、少人数ゆえの人間関係の固定化や特定校への過度な依存が学校運営の硬直化を招かないか懸念

されるというわけで、しかし、その特認校も、また時代の変化とともに制度の疲弊や新たなニーズ

との乖離に直面しています。保護者の送迎負担や、４０年という歳月がもたらした課題をどう整理

し、次なるステップへ進むべきか、本市の受け止めを伺いたいと思います。 

 特認校の課題についてはどのように受け止めていますか。 
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○江渕学校教育部学務課長 課題についてでございますが、特認校については、登下校時の児童生

徒の安全確保のため、保護者の送迎を原則としており、保護者の負担が生じていることや、通学範

囲が広くなることでの教員の負担もあるところでございます。また、近年は、小規模校であること

を理由に就学を希望するケースも増えてきている状況にあります。 

 現在の特認校は、それぞれ設置後約４０年が経過しており、この間、人口減少や少子化の進展、

教育的ニーズの多様化など、社会や教育を取り巻く環境が大きく変化しており、こうしたことも踏

まえながら、新たな学びの場の創出と併せて、今後の在り方や方向性を検討していく必要があると

考えております。 

○たけいし委員 設置から４０年が経過し、送迎負担やニーズの変化が課題との御認識でありま

す。 

 存置ありきの検討ではなく、多様化する教育機会に応える抜本的なリニューアルが遅れれば、魅

力低下は免れないかもしれません。適正配置、老朽化、教職員の負担、そして特認校、これら全て

は、ばらばらの課題ではなく、旭川の未来をどう描くかという一つの物語であります。既存の枠組

みを打ち破る挑戦が子どもたちの目を輝かせるための最適解となるよう本市の見解を伺います。 

 ここまで、適正配置計画の取組状況や課題、校舎の状況や教職員の配置、さらには特認校の状況

もお伺いしてまいりましたが、計画は令和１１年度までに終了します。児童生徒数の減少が進む

中、どのように学びの場を確保していくお考えでしょうか。市長からも、学びの多様化学校やスー

パースクールについては、統廃合対象校の施設を活用し、義務教育学校や特認校としての検討を進

めるとの御答弁がありました。未来の子どもたちにとってどのような教育環境を残していくのか、

見解を伺い、私の質疑を終わります。 

○坂本学校教育部長 小中学校の適正配置計画についてのお尋ねであります。 

 委員から、冒頭に嵐山小中学校の話がありました。特に、嵐山小学校は、当時で１２５年を超え

る本当に歴史のある学校で、統廃合に係る取組の歴史も結構長期にわたっておりました。 

 質疑の中で、当時の学校教育部の統廃合に向けた嵐山小中学校に対する取組の話もありました

が、私の前任の部長、前任の担当課長からも聞いておりましたが、当時、４０戸余りを超える嵐山

地区の住民の皆様に文書を持って回ったというふうに聞いています。時期は１２月中頃で、雪の降

る頃だったと聞いています。結果は、途中で諸般の事情があって頓挫―個別訪問はしたんです

が、そのとき、まさに、話を聞いたときに、取組自体が行き倒れになるんじゃないかというような

感じもしましたけれども、年度が明けて、改めて、春先に、江丹別地区の住民も交えて、先ほど委

員から話がありました全体の説明会を最終というような形で開催しました。会場には、地区の住民

はそんなに多くないんですが、椅子も机も足りなくなるぐらいの人が来ました。時間もかなりかか

りました。我々も丁寧に説明し、参加された方々も、本当に忌憚のない、日頃から思っている、思

ってきた意見をどんどん出されました。最終的には、その年度をもって嵐山小中学校を閉校すると

いう結論をいただきました。 

 私自身、その閉校の手続の最後にしか携わっていないんですけれども、当時思ったのは、やっぱ

り、行政も、市民も、地域の住民も、こういった取組のときには、本当に真摯な気持ちで、胸襟を

開いて意見を交わし合う機会が本当に必要だと私はそのとき感じて、今も覚えております。 

 それで、人口減少が、これから、旭川市だけではなく、どこの自治体にも進んでまいります。旭
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川市だけではなく、全国のまちが全て持続可能なまちづくりを進めていかなければと、そういった

課題に直面していると思います。 

 小中学校についても、社会経済状況の変化を踏まえて、将来の義務教育のあるべき姿をしっかり

と見据えて、必要な環境整備を進めていく必要があると思っています。特に、学びの保障へのニー

ズに対しては、これまでの枠組みに捉われず、国の制度を積極的に活用し、先導的に取り組む必要

もあると考えています。その上で、学びの多様化学校やスーパースクール、特認校の在り方、さら

には施設の長寿命化も含めて、既存施設の活用も念頭に置きながら、総合的に検討を重ね、多様な

学びの場の確保に努めてまいりたいと考えています。 

○塩尻委員長 理事者交代のため、暫時休憩いたします。 

休憩 午後２時０２分 

──────────────────────────────────────────── 

再開 午後２時０３分 

○塩尻委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○品田委員 すみません、私も、また前半と同じく、ちょっと準備が悪くて、皆さんに御迷惑をお

かけしたことを最初におわびしておきます。 

 そして、立て板に水のようなたけいしさんの後、ちょっと詰まりながら質疑をさせていただきま

すが、今日は何の日という、最初の、皆さん、おっしゃっていましたけれども、今日は、何か、春

の睡眠の日等もあるんだそうです。ゆっくり、皆さん、寝ていただいても、理事者の皆さん以外は

寝ていただいても結構ですし、あと、点字ブロックの日というのもあって、私、それを見たとき

に、この庁舎の玄関のところの駐車場につながるところに、一部、点字ブロックの上に人工芝のよ

うな滑り止めが置いてあるんですね。ずっと気になっていたんです。滑り止めはとてもいいんです

けれども、何ていうかな、点字を必要とされる方たちにとってどうなのかなと。そのことを、足を

乗せてみたら、靴の底から何となく凸凹が分かるので、大丈夫なのかなと思いながら、そのうち確

認しようと思っていて、そのままにしていたことを改めて思い出し、今度確認してみたい、今日の

うちに確認してみたいなと思いました。 

 ちょっと前置きはこれぐらいにして、すみません、後半は、子育て支援部に２項目、いじめ防止

対策推進部に１項目、あと、学校教育部に２項目の全部で５項目っていうのかな、について質疑し

ていきたいと思います。 

 最初に、ひとり親の支援事業ということで、子育て支援部にお願いいたします。 

 まず、私、先週の日曜日ですか、この前の日曜日ですね、困窮世帯支援などを取り組むママコン

シェルジュウェンズデーさんという、本当に、もうひたむきに活動をされている方の活動報告を聞

く機会があったんです。そこで、本当に、何ていうのかな、非常に逼迫した生活を送っていらっし

ゃる方が全国に本当にたくさんいるんだなということで、支援が必要な方が多いということを改め

て感じたところです。 

 ママコンシェルジュウェンズデーさんの、昨年、４月や５月とか、１０月、１１月とか、時々利

用者アンケートを実施していらっしゃるんですけれども、その利用者アンケート、支援を利用して

いる方の、例えば、４月、５月は、１１７名中、支援を利用する理由を尋ねたら、経済的に困窮中
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が９９名、経済不安が７１名、生活、逼迫しているが４９名、病気、通院中が４９名、食材を買え

ないが３９名、支払いができない、苦しいなどが続いておりました。昨年、１０月、１１月は、支

援が必要な理由というのをアンケートを取っております。貯金がない、持病がある、子育てが大

変、食材を買えない、支払いが滞っているなど、本当に、推測するに非常に逼迫しているなという

ふうに思う事項ばかりにたくさん数字が並んでおりました。 

 支援利用者は、必ずしもひとり親ばかりではないんですけれども、対象者はひとり親と離婚検討

の方が結構多かったんです。それで、旭川市の今現在把握しているひとり親とか困窮世帯のほうは

生活保護課などが把握しているとは思うんですけれど、特にひとり親の支援について取組などを検

証したいと思いました。 

 まず最初の質問ですが、ひとり親家庭相談について、どの事業費で実施して、どのような予算に

なっているのか、伺いたいと思います。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 ひとり親家庭相談につきましては、３款２項１目のひとり親

家庭等自立支援費で実施しており、母子・父子自立支援員２名、社会福祉士１名の３名体制での実

施を予定しており、その人件費といたしまして１千８１万４千円を計上しております。 

○品田委員 相談事業は、支援員や社会福祉士の３名体制で実施しており、１千８１万４千円の予

算だということです。 

 それでは、過去５年間の相談実績をお示しください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 過去５年間の相談件数といたしましては、令和２年度１千６

０９件、令和３年度１千５１１件、令和４年度１千３０２件、令和５年度１千１６３件、令和６年

度１千２４４件を窓口や電話により受け付けております。 

○品田委員 令和５年度までは減少してきていた相談件数が令和６年度から増えています。 

 相談内容はどのようなものが多いのでしょうか。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 主な相談内容といたしまして、離婚を考えている方からの離

婚後の支援などについて、就職や転職に伴う資格取得のための資金援助について、子どもの就学や

進学に関する支援について、病気、就労等による日常生活の支援について、あと、児童手当や児童

扶養手当などの手続についてなどとなっております。 

○品田委員 こちらのも、何ていうんですか、やっぱり追い詰められているような相談内容がうか

がえます。 

 それらの相談からどのような支援につなげているのか、教えてください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 この時期に多い相談が、子どもの就学、進学に係る費用の御

相談です。そのような相談があれば、母子福祉資金等貸付金や、日本学生支援機構の給付型や貸与

型の奨学金について紹介し、もう少し早い時期であれば育英事業の給付型奨学金も併せて紹介する

などの対応を行っております。また、就職や転職に伴う資格取得の相談の場合は、自立支援給付金

などの支給につながるよう制度の説明や手続を紹介しており、就職を目指されている方につきまし

ては、母子家庭等就業・自立支援センターにおいてプログラムを作成し、就職に向けた支援を行っ

ております。就労している方などで日常の家事や子どもの預かりなどの相談につきましては、ヘル

パーを派遣するひとり親家庭等日常生活支援事業への登録、利用などをお勧めしているところであ

ります。 
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○品田委員 いろいろな支援に取り組まれていることが分かりました。 

 ママコンシェルジュウェンズデーさんの活動報告などから、離婚前から別居し、離婚前提の方へ

の適切な支援がないという課題が出されておりました。こうした方への支援ではどのようなものが

あるか、教えてください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 離婚前提の方への支援でありますが、ひとり親家庭相談にお

きましても離婚前の方、離婚を考えている方からの相談を受け付けており、また、母子家庭等自立

支援センターでも同様に相談を受け付けるとともに、離婚前の方を対象とした養育費などのセミナ

ーや弁護士による相談会を開催しております。また、就職を希望される方に対しましては自立支援

プログラムの策定も実施しております。あと、児童手当につきましても、離婚を前提として配偶者

と別居し、子どもと同居し、その監護をしているなどの要件に合致している場合は支給対象となっ

ております。そのほか、配偶者と別居しているなどの条件はありますが、日常生活支援事業の対象

ともしており、食事の準備や掃除などの家事や子どもの預かりなどの支援を行っております。 

 本市といたしましては、安心して生活できるよう支援を行っているところであります。 

○品田委員 離婚前や離婚を考えている方も対象とした相談のほかにも、セミナーや弁護士による

相談会や、就職希望者へは自立支援プログラム策定や、あと、別居が条件ということではございま

したが、日常生活支援事業も対象ということであり、これらのことがあまり知られていなかったと

いうことで、今後、こういう情報をぜひ広めていきたいと思っております。 

 これらの支援は国の助成制度を利用していると聞かせていただきましたけれども、今後、必要と

思われる支援、市独自の取組についてどう考えているか、伺いたいと思います。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 令和８年４月１日から民法等の一部を改正する法律が施行さ

れ、父母が離婚した後も子どもの利益を確保することを目的として、子どもを養育する親の責務を

明確化するとともに、親権、養育費、親子交流などに関するルールが見直されます。子どもの利益

を確保するための改正でありますことから、今後も、相談業務や関係機関との連携の中で広く周知

するとともに、本改正による新たなニーズや取組の必要性などにも注視しながら、日頃から業務を

進め、必要に応じた事業の構築などの検討も行ってまいります。 

 また、令和８年度には、全国ひとり親世帯等調査が国において実施される予定となっておりま

す。本調査は、おおむね５年ごとに実施されており、ひとり親家庭等の状況を把握する上で有用性

の高いものでありますことから、その調査結果を踏まえ、効果的な支援の在り方などについて検討

を行ってまいります。 

○品田委員 共同親権は、ＤＶ被害者にとって非常に問題があると考えています。事例によって

は、子どもの利益を阻害することになりかねないと思っております。養育費の支払いということが

結構問題になるんですが、養育費の支払いをしなかったり滞る親に代わって、市、自治体が立て替

えて徴収する制度に取り組んでいる自治体が既にあります。本市も導入を検討していただきたいな

と思っております。 

 令和８年度は調査が実施される予定とのことです。民間支援団体との意見交換の実施に取り組ん

で、アンケートばかりでなく実態把握に努めるとともに、具体的施策につなげるよう改めてお願い

して、この項目は終えたいと思います。 

 続きまして、放課後児童クラブ運営費について伺います。 
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 まず、事業の目的と概要及び令和８年度予算について伺いたいと思います。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 放課後児童クラブにつきましては、保護者が、就労等によ

り、昼間、家庭にいない児童を対象に、適切な遊びや生活の場を提供し、健全育成を図るととも

に、保護者が安心して働ける環境を整え、子育てと仕事の両立を支援することを目的としておりま

す。 

 本市が設置する放課後児童クラブにつきましては、全て民間事業者に運営を委託しており、令和

８年度予算額は８億２千２９８万７千円で、このうち運営委託料として７億７千４９９万６千円を

計上しております。財源といたしましては、利用者からの負担金が１億１千２８８万７千円、国と

北海道の支出金がそれぞれ２億４千４３万５千円、一般財源が２億２千９２３万円となってござい

ます。 

○品田委員 利用者からの負担金が１億１千２８８万７千円とのことですが、利用者負担金の金額

はお幾らでしょうか。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 放課後児童クラブの負担金の金額は、月額が４千円でござい

ますが、申請により生活保護を受給する世帯は無料、就学援助基準の準要保護世帯や２子以上が同

時に入会する場合には月額１千５００円へ減免となります。そのほか、おやつ代として、現在は毎

月１千８００円、保険料として年８００円を負担いただいております。 

○品田委員 月額４千円、そして、第２子以上が同時に入会する場合は月額は１千５００円とのこ

とです。そのほかに、おやつ代の毎月１千８００円や保険料がかかるということです。 

 放課後児童クラブの過去５年の設置数と未設置数、それから、利用人数の推移について教えてく

ださい。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 放課後児童クラブの施設数は、委託業務を開始した当初の令

和２年５月時点で８０か所で、各年度によって増減はありましたが、令和８年１月時点で８４か所

で４か所の増となっており、現在、市内小学校５０校のうち４２校に放課後児童クラブを開設して

おり、未設置校数は８校となってございます。 

 過去５年間の利用実績につきましては、各年５月時点の数字ですが、令和３年が２千６３２名、

令和４年２千７３０名、令和５年２千８６３名、令和６年２千９５７名、令和７年３千２７名とな

っており、年々増加傾向にあります。 

○品田委員 市内小学校５０校のうち４２校に開設し、未設置校は８校とのことです。永山南小学

校は、放課後児童クラブが第４までありました。第３まである小学校は１０校にも上りました。先

ほど少人数の学校のことも出ておりましたが、結構な数のクラブが設置されているということで

す。 

 そして、令和７年度は利用人数が３千人を上回るなど、年々、子どもが減っている中で増加傾向

にあるということです。少子化で子どもの数が減っている中で増えているということは、逆に言え

ば、地域に子どもがいない状態ということになっているんではないでしょうか。地域のつながりが

薄れた今、安心、安全な居場所としてこの放課後児童クラブが利用されているということだと思い

ます。 

 それでは、子どもたちが快適に過ごすことができる環境になっているのか、検証していきたいと

思います。 
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 まず、児童１人当たりの面積基準が満たされているのか、伺いたいと思います。 

 また、エアコンは完備されたと聞いたように思うんですけれども、新設されたところも含めて、

設置状況はどうなのか、伺います。 

 さらに、学校近くのマンションの一室を利用する場合などでは運動できる環境はあるのか、伺い

たいと思います。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 １人当たりの面積基準につきましては、厚生労働省の定める

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準第９条第２項において、専用区画の面積は児

童１人につきおおむね１．６５平方メートル以上とすると規定されており、この基準を１年間の平

均で満たすようにしてございます。 

 また、エアコンは令和６年度に全てのクラブに設置を完了しており、これ以降に開設したクラブ

についてもエアコンを設置してございます。 

 また、学校の敷地外に設置したクラブにつきましては、クラブごとに環境は異なりますが、基本

的には学校に近い場所に設置しておりますので、学校の体育館やグラウンド、あるいは近隣の公園

等を活用して外遊びを行うことができる環境であると認識してございます。 

○品田委員 面積基準を１年間の平均で満たすようにするとは、ちょっと微妙な言い回しだなと思

ったんですが、休む子などもいて基準が満たされているのだとしたら、全員そろうとかなり狭いと

いうことでしょうか。雨の日などはストレスがたまりそうですし、また、学校と国道を挟んで開設

されている場所もありました。交通事故等が起きないように、できるだけ個別の環境改善に取り組

むべきと指摘させていただきます。 

 エアコンは全部に設置されているということでよかったですが、人数の多いところは、暑い日ほ

ど室内にいるので、体育館等のエアコン設置も、放課後児童クラブの子たちのためにも急がなけれ

ばならないと考えます。 

 さて、放課後児童クラブ運営費が令和７年度から減額となっています。設置数が増えているのに

減額された要因について伺います。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 運営費が減額となりました要因につきましては、児童の少な

いクラブで活動を合同で行うなどにより、実質的にクラブ数が減少したため、運営に係る委託料が

減少したことによるものでございます。 

○品田委員 実質的にクラブ数が減少したためとのことですが、確かに支援員の数が減るなど減額

要因はありますが、利用人数が増えているのにと違和感を感じております。 

 では、児童の育成支援や提供するプログラムの企画等、事業内容について教えてください。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 クラブにおけるプログラム内容につきましては、委託事業者

と月に一度の定例会議を行い、運営に関する協議を行っていますが、事業者本部が提供する季節イ

ベント向けツールやオンラインを活用したプログラムを取り入れるなど、内容の充実とクラブ間の

取組の均質化を進めてございます。 

○品田委員 ただ放置しているだけのところもあるという情報も聞きましたが、実態は把握してい

るのでしょうか。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 基本的に、どのクラブにおきましても活動の時間割がありま

して、これに基づいて自由遊びや読書や読み聞かせ、宿題等の時間を設けております。 
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 市担当職員が現地訪問を行う際は、人員配置や安全確保の状況等の確認を行うこととしており、

例えば、自由遊びの時間に訪問した際は、支援員の周りを児童が複数名で囲んで遊んでいるケース

もありました。また、外遊び時においては、支援員が児童と一緒に遊ぶ場合もあれば、遊びには参

加せず、見守りのみを行うケースもございます。全ての児童に対し、同様に接することは困難では

ありますが、活動において少なくとも利用者が放置されていると感じることがないよう工夫して取

り組んでまいります。 

○品田委員 市の担当職員が現地訪問を行うのは定期的なんでしょうかね。また、訪問は事前に知

らせていくのでしょうか、それとも不定期の訪問なのでしょうか。 

 ちょっと、これ、すみません、追加でお願いします。 

 障害を持っている子がいる場合、支援員がかかり切りとなる例があるとも聞いておりますが、そ

うした実態はあるのでしょうか。障害を持つ子の利用が増えているとも聞いております。対策が必

要と思いますが、どのようにしているのか、伺います。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 訪問につきましては、定期的に実施をしてございまして、時

と状況に応じまして、事前に伝える、伝えない、その時々の状況に応じた中でやらせていただいて

ございます。 

 また、発達に障害のある子どもなど特別な支援を要する児童につきましては、支援員も相応の注

意を払って対応する必要があります。支援員がそうした児童にかかり切りになることを避けるた

め、委託事業者との間では、特別な支援を要する児童３人に対して１人の支援員を加配することを

原則としてございます。 

○品田委員 加配を原則とのことですが、利用者の状況把握とともに、支援員の配置についてもし

っかり実態把握をして対応、確認をしてほしいと思います。 

 長期休業中に、弁当の持参ができない児童への対応についてはどのようになっているかを伺いま

す。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 市内８１か所のクラブを運営しているシダックス及び西神楽

放課後児童クラブを運営する松の木会においては、夏休み、冬休みの長期休業期間に保護者の負担

軽減を目的としたお弁当提供サービスを実施しております。例えば、シダックスが行う弁当提供サ

ービスは、直近の冬休みにおいては、１食当たり税込み５８０円であっせんし、１９９名の利用が

あり、延べ５３１食を提供いたしました。 

○品田委員 お弁当提供サービスは本当に喜ばしい取組だと思っています。うれしい取組です。 

 昔、私が、まだ学童保育と言われていた頃、勤め続けなきゃいけないと思ったときには、学童保

育があるかどうか、妊娠したときからまず調査をして、あるところを選んで、その地域に引っ越し

ました。そして、子どもたちが学齢期に入って、その当時は３年生までしか利用ができなかったん

です。利用者が多いので、１年生とか低学年の子を優先で、うちは年子だったので、上の子が３年

になったとき、もう利用できないとなったので、２年生の２人で留守番をさせました。鍵っ子で

す。首からかけて見えないようにしてっていうことで、服の中に入れて、時々、それを忘れて、玄

関先で困っていると、御近所の人が声をかけてくれて、お母さんたちが帰ってくるまで家で待って

いなさいっていう、昔は、本当、そういう地域的なつながりがあって大分助けられましたが、その

ときに、学童保育所で、実は、夏休みなど長期のときにお弁当を持ってこない子がやっぱりいたそ



- 780 - 

うです。そのときに、支援員の人が、最初、立て替えたそうなんですが、お金を返してもらえない

ということもあったりしたようで、よくよく調べたらですけどね、もう放置される状況があったそ

うです。だから、お弁当を食べないで夕方まで子どもがいるようなこともあったようです。だか

ら、もう本当、支援員の人が立て替えることは簡単なんですけど、逆にそれをまた回収するのも大

変ということでは、支援員の人も責められないなと思ったんですけれども、こういうふうにお弁当

を作れなかったり、朝早くからもう出かけなければいけない親も今はいますので、そのときには、

やっぱり、こういうお弁当の提供サービスをぜひ続けていただきたいなというふうに思っておりま

す。 

 あと、おやつのことについて伺います。 

 おやつの１回当たりの予算と、どのようなおやつで、摂取時間等についてはどのようになってい

るか、伺います。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 放課後児童クラブで提供するおやつにつきましては、アレル

ギーや食中毒など安全性に十分配慮した中で、アンケートの結果も踏まえながら、できるだけ子ど

もたちの好みに応じたものを選んでいます。誕生会やクリスマスなどの行事のときには各クラブに

おいて特別なおやつを用意していますが、通常では１回当たり６０円程度の予算で、スナック菓子

や煎餅、ラムネ等を、量やバランスを考えて、複数個、組み合わせて提供しており、おやつを取る

時間はおおむね１５時から１６時までとなってございます。 

○品田委員 おやつ代１千８００円徴収しているということで、購入に充てるための車とかガソリ

ン代とかかかったりするのもあるのかもしれませんけれども、土日、祝日は休みのはずなのに、６

０円は安過ぎるのではないかなというふうにちょっと疑問を持ちました。また、以前、米菓子だけ

の１個と聞いたことがあったんですけれども、今は複数個を組み合わせているというのはとてもよ

いと思います。 

 ですが、おやつって、補食の意味もあります。食を補う、成長期の子どもにとっては必要な食

材、今、私は、おやつを食べたらしっかり身についてしまいますけれども、成長期の子どもたちは

本当に必要なものです。だから、食品添加物への配慮とか栄養面も考えて、お菓子ばかりでなく、

果物の提供とか、工夫を求めていくこともお願いしたいなというふうに思います。 

 支援員の確保と処遇改善、研修機会の確保や内容等の課題に対する取組は改善されてきたのか、

伺いたいと思います。 

○香川子育て支援部子育て支援課長 支援員の処遇につきましては、令和６年度までは常勤支援員

の月額２千円の賃金改善や役職手当の付与を継続しながら、令和７年度からは、代替支援員や補助

員を含め、勤務時間に応じて最大で月額１万２千円の賃金改善を実施したところでございます。こ

うした待遇改善を図りながら、求人情報サイトへの掲載ですとか紹介制度を導入する試みを行うな

ど、新規支援員の確保に努めています。 

 また、支援員の研修につきましては、令和７年度は計１０回実施し、発達障害や食物アレルギー

への理解、個人情報の取扱い等をテーマに、より実践的な研修となるようグループワークを取り入

れるなどしており、さらに、このうち３回の研修については、リモートにより全ての代替支援員や

補助員が任意のタイミングで受講できるような形式を採用しております。 

 このように、クラブの運営内容や支援員の待遇、研修について、事業者と協議を重ねながら改善
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を図っているところですが、今後も、子どもたちにとってクラブが楽しく居心地のよい場所となる

よう努めてまいります。 

○品田委員 本当に、処遇改善、常勤支援員の月額２千円の賃金改善や役職手当の付与、あと、令

和７年度からは、代替支援員や補助員も含め、最大で月額１万２千円の賃金改善を実施したと、研

修もいろいろ工夫されて取り組んでいるということがよく分かりました。 

 ただ、処遇の面では、最大月額１万２千円ということでは、手当がないということもあり、当

時、会計年度任用職員と同じような処遇で働いていらっしゃった支援員の方々にとっては、大分、

今の会計年度任用職員との差が開いてきていると思います。支援員の処遇改善は、子どもたちにも

大きく影響する問題なので、事業者との協議を丁寧に重ねていただきたいと思います。 

 また、放課後児童クラブは、ただ預かって安全を守るだけではなく、子どもたちの居場所であ

り、心身の成長を育む場所でもあります。長時間、学校に行って、その後、ずっと夕方まで、それ

から、休みの日は朝から夕方までずっといるところですので、本当に子どもたちがたくさんの笑顔

で過ごせる場所となるよう、より一層努めていただくことをお願いし、この質問を終えたいと思い

ます。 

 続きまして、不登校児童生徒支援事業について伺います。 

 時間を見て、途中でやめるかもしれません。休憩に入るかもしれません。 

 それでは、不登校児童生徒支援事業の目的と概要と予算をお示しください。 

○鎌田いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課長 不登校児童生徒支援費につきましては、不

登校児童生徒の心身の回復や社会的自立を地域全体で支えるため、子どもの健全育成の観点から、

地域における不登校児童生徒の学習支援や体験活動等の必要な支援を実施するものでございます。 

 事業の概要といたしましては、不登校の相談対応及び支援体制の構築、不登校児童生徒の社会的

自立に向けた体験活動や学習支援、また、不登校児童生徒とその保護者に向けての支援の情報提供

などを行うものでございまして、令和８年度予算におけます事業費は合計で２千１７９万６千円と

なっております。 

○品田委員 不登校児童は増えているのでしょうか。 

 この近年の不登校児童生徒の人数の推移をお示しください。 

○髙嶋いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課主幹 本市における不登校児童生徒の人数の推

移について、直近、令和３年度の人数で申し上げますと、小中学生を合わせた数字になりますが、

令和４年度は７３２人、令和５年度は５８５人、令和６年度は５３０人となっております。 

○品田委員 微減とはなっているんですけれども、結構多いですね。 

 学校教育部では、不登校への対応を、スクールライフサポーター増や校内教育支援センター拡充

とか、不登校特例校の学びの多様化学校の設置に向けて準備を進めるなど、学校に来ることに重点

を置いているように見えて、疑問を感じておりました。しかし、いじめ防止対策推進部で地域のフ

リースクール等と連携した取組をしていると聞きました。フリースクールの課題など、この間、関

わることで、課題と認識していたことなどが改善されているのかなどを伺いたくて質問します。 

 まず、なぜいじめ防止対策推進部が不登校支援の取組を行っているのか、お答えください。 

○鎌田いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課長 いじめ防止対策推進課の相談窓口におきま

しては、いじめの相談に加えまして不登校の相談をお受けしているところでございますけれども、
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不登校相談に関しましては、学校あるいは教育委員会と連携いたしまして、別室登校でございます

とか、あるいは、ゆっくらすなどの支援につなげているといった状況でございます。そうした中

で、子どもの登校不安あるいは対人不安、あるいはまた家庭環境など、様々な事情によりましてこ

のような既存の支援につながることが難しい子どもたちも一定数いるというようなことがございま

して、そういったところが課題というところでございます。 

 このため、こうした子どもたちに対しまして、子どもの心身の状況でございますとか保護者の意

向を踏まえまして、必要に応じて学校外の居場所等の情報提供を図り、また支援につなげていくと

いうようなことが必要なところでございまして、学校、教育委員会の支援に加えまして、不登校の

子どもたちを地域全体で支えるといったことで、この不登校の取組をいじめ防止対策推進課で行う

というようなことでございます。 

○品田委員 いじめ防止対策推進課の相談窓口に寄せられる相談から、必要と考えて取組を行って

いるということですね。 

 いや、私、最初は、昨日も横山委員の質問で、いじめから不登校になる例は１．５％とか１．

８％とか、何か、旭川市的には１．１％と０．５％などと言っていたので、いじめ防止対策推進部

がこのことを取り組むのは、そこから最初は来ているのかなと思っていたんだけど、でも、１％ち

ょっとだよなと思っていたんですけれども、でも、やはり、いじめ防止対策推進課の相談窓口に寄

せられる相談が、結構、不登校に関することが多いということで、必要と考えて取組を行ったとい

うことが分かりました。 

 では、どのような取組を行っているのか、不登校支援の取組状況について伺いたいと思います。 

○鎌田いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課長 不登校支援につきましては、児童生徒の特

性や家庭環境等の様々な事情により、登校あるいは教育支援センターゆっくらすへの通所等の既存

の支援につながることが難しい児童生徒と保護者への支援の充実を図るために、令和７年度、こど

も家庭庁の地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業を活用いたしまして、学校、教育

委員会との連携に加えまして、地域のフリースクールや大学生のボランティア等、多様な担い手と

連携を図りながら、不登校児童生徒とその保護者への支援を実施してきたところでございます。 

 その内容といたしましては、児童生徒の心身状況あるいは保護者の意向などを踏まえながら、

個々の児童生徒に応じた支援の調整を行う不登校支援コーディネーターの配置や不登校支援サポー

ターによる学習等の支援など、個々の児童生徒に応じた学校外の支援、さらには、児童生徒と保護

者への不登校支援に関わる情報提供でございますとか、不登校の理解促進のための講演会等の開催

を行ってきているところでございます。 

○品田委員 こども家庭庁の地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事業を活用して、地

域のフリースクールや大学生ボランティア等と連携しながら、不登校児童生徒と保護者への支援を

実施したとのことでございます。 

 不登校支援コーディネーターの配置や不登校支援サポーターによる支援を実施したとのことです

が、この方たちはどこに配置されて、どんな役割を担っているのか、また、資格や処遇等について

もお示しください。 

○髙嶋いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課主幹 不登校支援コーディネーターにつきまし

ては、令和７年度から、いじめ防止対策推進課に、教員免許など教育や児童福祉の専門資格や実務
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経験を有する方を会計年度任用職員として２名配置しているところです。令和８年度においても、

機構改革後のこども・女性・若者未来部のこども安心課において引き続き任用する予定としており

ます。 

 また、不登校支援サポーターにつきましては、市内のフリースクール等の施設において学習等の

支援を行っている方、教員免許を持ち、児童生徒への指導や相談の経験を有する方、子どもや家庭

に関する相談支援の知識及び経験を有する方や、教員を目指している大学生などで児童生徒への理

解や支援に関して熱意を持っている方などを市でサポーターとして登録しております。サポーター

には、市有施設やフリースクールの施設において、市に相談のあった不登校児童生徒への支援活動

をしていただいており、その活動に対しては、令和７年度は１回当たりについて２千５００円の謝

礼を支払っているところです。 

○品田委員 不登校支援コーディネーターは、専門資格や実務経験のある会計年度任用職員で、

個々の児童生徒の支援の調整を行う人ですね。不登校支援サポーターは、フリースクールや大学生

ボランティアなど、不登校児童生徒と保護者に対し、学習支援や交流体験活動等の支援を行う有償

ボランティアとのことです。 

 では、不登校支援サポーター、フリースクールや大学生ボランティア等と連携した具体的な取組

をお示しください。 

○髙嶋いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課主幹 フリースクールや大学生のボランティア

における不登校支援サポーターとしての具体的な支援内容としましては、個々の児童生徒の習熟度

に合わせた教材や、本人が持参したドリルや学校のプリントを使用しての学習支援に加えて、地図

を使ってクイズ形式で国の名前を覚えるようなゲームを一緒にしたりですとか、フリースクールに

通っている子どもたちが協力して、お昼御飯だったりお菓子作りをした後にみんなで食べるといっ

た食育活動や、夏であればプールに行って水泳をしたり、冬には歩くスキーの体験をするといった

体を動かす活動など、子どもたちの心身の状況に合わせて様々な活動をしているところです。 

○品田委員 これまでも、フリースクールの関係者から相談を受けてきました。本当に様々な楽し

そうな取組をされているんですけれども、特に、フリースクールの関係者から相談を受けてきた内

容は、フリースクールで学んでいる子どもを学校の出席扱いにするためには校長先生の判断が必要

であったんですが、そのための手続や報告等が非常に煩雑で大変だと聞かされてきたんです。その

辺は、楽しそうな、こうやって活動をされているんですけれども、改善されたのでしょうか。不登

校支援サポーターと学校との連携や、そして、出席扱いとなるのかどうかなどを伺いたいと思いま

す。 

○鎌田いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課長 不登校支援サポーターが児童生徒に対して

体験活動や学習等の支援を実施した際につきましては、その支援の実施内容でございますとか児童

生徒の状況につきまして、毎月、市に報告することになっております。また、こうした実績につき

ましては、市を経由して当該児童生徒の在籍校と情報共有するなど、学校との連携を図っていると

ころでございます。 

 こうした学校外の支援につきましては、市教育委員会の不登校児童生徒の指導要録上の出席扱い

に係るガイドラインにおきまして、保護者と学校との間に十分な連携協力関係が保たれた中で行わ

れ、個別指導等の適切な支援を実施していると評価できる場合、校長が出席扱いとすることができ
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るということとされておりまして、今年度、不登校支援サポーターの支援を受けた児童生徒につき

ましては、校長の判断により出席扱いにされているというふうに聞いているところでございます。 

○品田委員 市を経由するということで、つまり、いじめ防止対策推進課が仲介した取組というこ

とであって、ガイドラインの要件を満たしていると評価ができ、出席扱いされたということでいい

ですね。負担軽減が図られているようで、よかったです。 

 フリースクール等事業者への支援とフリースクール利用生徒の保護者への支援は取り組まれてい

るでしょうか。 

○鎌田いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課長 フリースクール等の事業者への支援、ま

た、フリースクール利用児童生徒の保護者への支援についてでございます。 

 令和７年度から、市が不登校支援サポーターとして認定した地域のフリースクールの運営団体、

あるいは、大学生のボランティアが行う学習支援等の活動に対しまして、先ほども答弁いたしまし

たとおり、１回当たり定額の謝礼を支払うといったことを実施しているところございます。これに

よりまして、既存の支援を利用することが難しい不登校の児童生徒が学校外の支援を無償で受けら

れるといった環境を整えるとともに、地域のフリースクール等の活動を間接的に支援しているとこ

ろでございます。 

○品田委員 不登校児童生徒が学校外の支援を無償で受けられる環境を整えるということで、ほか

に地域のフリースクール等の活動支援にもつながっているということで、とてもよい取組だなと思

います。 

 令和７年度の不登校支援の取組状況を見せていただきましたが、個々の児童生徒に応じた学校外

での支援では、不登校支援サポーターによる学習等支援で、昨年１２月末現在ですが、支援児童２

７人、支援回数５９８回とも書かれていました。複数人数ですので、学習支援や体験支援も１回と

カウントされるのでしょうか、それとも支援した人数でカウントされるのか―これ、頼んでなか

った。カウントの仕方って、ちょっと後で教えてください。これ、ちゃんと聞いていなかったです

ね。 

 それで、すみません、昨年７月から、毎月１回、不登校のお子さんを持つ親の交流会を実施して

いるとも書かれていました。参加人数は決して多くはないんですけれども、不安に思ったり悩んで

いらっしゃる方もいると思うので、必要な、よい取組であると思います。 

 不登校に関わる情報提供はどのように行っているのか、教えてください。 

○髙嶋いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課主幹 不登校支援に係る情報提供につきまして

は、市内でフリースクール等を運営している団体ごとに活動内容等の情報を市のホームページに掲

載したほか、１０月には、旭川市立の小中学校の全児童生徒に対して、不登校に係る相談先や学校

内外における支援先についての情報を記載したリーフレットを作成、配付し、不登校に悩んでいる

児童生徒やその保護者に向けて必要とする情報を発信してきたところです。 

○品田委員 では、不登校に関わる理解促進の取組についても伺いたいと思います。 

○髙嶋いじめ防止対策推進部いじめ防止対策推進課主幹 不登校への理解促進への取組として、今

年度は、フリースクールなどが集まり、活動している不登校支援団体との共催により、６月には、

児童精神科医を講師に招いて医学的見地からアプローチを行って不登校への理解を深める講演会を

開催いたしました。また、１２月には、フリースクールの運営者による講演、不登校を経験した子
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どもたちによるパネルディスカッション、そのほか、子どもの不登校に悩む保護者向けの相談交流

会を実施したイベントを開催し、市民に対する不登校への理解を進めてきたところです。 

○品田委員 様々な、そしていろいろな角度からの取組をされていて、とてもいいと思います。評

価したいと思います。 

 では、令和８年度の取組についてお示しください。 

○石原いじめ防止対策推進部長 不登校については、近年、全国的に過去最多を記録している、そ

ういった状況にありまして、本市においても高止まりの傾向が見られるところでございます。 

 不登校の主な要因としましては、文部科学省の調査によれば無気力、不安が最も多く挙げられて

おりますけれども、単一の原因だけでなく、子どもを取り巻く環境、心理、特性などが複雑に絡み

合った複合的な要因が存在する、そのようにされておりまして、日頃の本市における相談対応にお

きましても、学校生活に対する不安だけではなくて、本人の発達の特性や生活習慣、あるいは保護

者の経済状況、情緒不安など様々な要因が影響している、そのように感じ取れるところでありま

す。 

 このような状況において、教育委員会においては、ゆっくらすにおける支援、また校内教育支援

センターの設置拡大などの取組が進められておりますけれども、学校、教育委員会だけでなく、医

療、福祉などの関係機関とも連携し、地域全体で不登校の子どもと家庭の支援を行うことが必要で

あり、あわせて、不登校児童生徒の保護者の負担感を軽減する、そういったことも重要であると考

えてございます。このようなことから、これまで答弁させていただきましたように、専門の支援員

を配置しながら、フリースクールなどと連携し、学習支援や体験活動の実施や保護者への情報提供

の取組などを進めてきたところでございます。 

 令和８年度におきましても、こども家庭庁の地域における不登校のこどもへの切れ目ない支援事

業を活用しまして、今年度実施いたしました不登校支援サポーターの事業をはじめとした不登校児

童生徒や保護者への支援、また情報提供を継続する予定でありまして、不登校支援に係る地域の関

係機関や団体とも連携しながら、不登校児童生徒やその保護者が社会的に孤立することのないよう

支援の充実を図ってまいります。 

○品田委員 市内には、いろいろな体験や学習支援に取り組んでいるフリースクール等があります

が、ホームページに記載された不登校児童生徒の支援団体一覧を見ると、登録されていないところ

も多いように思いました。 

 この間、道新に載って、自分は不登校だったけれども、復帰したというか、学校に通えるように

なったという、あれは寺子屋塾さんのあれですけど、登録されていないと聞いて、正直言って、驚

きました。でも、多様な取組を行っているところがあるので、不登校児童生徒の選択肢を増やせる

ことや、親の金銭的な負担軽減もこちらの取組でできるということも含めて、不登校支援サポータ

ーを増やしていただきたいと思います。 

 支援団体情報を把握し、働きかけを強めていただくことをお願いし、この質問を終えます。 

 委員長、ここで、一旦……。 

○塩尻委員長 それでは、ここで、切りのいいところということですので、暫時休憩いたします。 

休憩 午後２時５７分 

──────────────────────────────────────────── 
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再開 午後３時３０分 

○塩尻委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○品田委員 では、給食費の無償化について質問していきたいと思います。 

 まず、事業の目的と概要についてお示しください。 

○池田学校教育部学校保健課長 小学校の給食費について、国では、保護者負担の軽減を通じた子

育て支援のため、令和８年４月から全国一律の基準額による支援を決定したところでございます。 

 これを受け、本市では、子育て世帯の負担軽減をより充実するため、国の基準額を超える分を支

援し、保護者負担を無償とするものでございます。 

○品田委員 では、令和８年度の小学校１人当たりの給食費額と、国、市、それぞれの支援額及び

事業費の総額をお示しください。 

○池田学校教育部学校保健課長 令和８年度の小学校１人当たりの給食費額については、年額７万

３千２００円で、国による支援額が５万７千２００円、市の支援額が１万６千円となります。事業

費の総額については、小学校分の学校給食費支援費において、国の支援額相当分として７億１千２

５４万円、市の支援額分として１億９千９３１万３千円、合計９億１千１８５万３千円を計上して

おります。 

○品田委員 合計９億１千１８５万３千円、市も約２億円近くを持ち出しているということになる

んですね。結構な金額の負担があるということが分かりました。 

 そもそも、無償化とうたって国から来る基準額が、旭川より９００円も少ないんですね。旭川市

が月額６千１００円、それで国のほうは５千２００円という金額でしたので。しかも１１か月分し

か支給されないということが大きいですね。市の給食費は、１１か月の計算にすると、６千１００

円じゃなくて、年額を１１か月で計算をすると６千６５５円になるんですね、国と同じような基準

で考えると。そうすると、１千４５５円も少ない計算ということになります。 

 支援額は毎年見直されると言いますが、何を基準に算出したのか、ちょっと、こちらも、きちん

と、指摘を、国会議員の方にしてほしいなと思います。それとも、旭川市の給食費がもともと高過

ぎるのか。改めて、そちらのほうも検証が必要だし、今後も結構な市の負担を覚悟しなければなら

ないのではないかと思います。 

 さて、国の基準額を超える分を保護者に負担を求める自治体はあるのでしょうか、伺いたいと思

います。 

○池田学校教育部学校保健課長 国では、国の基準額を超える分について引き続き保護者から給食

費を徴収することを可能としており、道内主要市の中でも保護者に負担を求める自治体があること

を確認しております。 

○品田委員 ほとんどの自治体が保護者負担を求めないと思うのですが、財政が厳しい自治体では

やむを得ない措置だと、判断になったと思います。 

 令和８年度の中学校の給食費額と独自支援額及び保護者負担額、トータルの市の負担する予算額

をお示しください。 

○池田学校教育部学校保健課長 令和８年度の中学校の給食費額については、１、２年生で年額８

万５千８００円、３年生で８万１千７００円となります。 
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 中学校については、国の支援がないため、令和７年度と８年度の給食費の値上げ分を市独自で支

援し、保護者負担額が増えない措置としており、市の支援額は１、２年生で１万７千４００円、３

年生で１万６千６００円とし、保護者負担額は１、２年生で６万８千４００円、３年生で６万５千

１００円となります。 

○品田委員 こちらも、負担が結構ありますね。 

 それでは、中学校の給食費をもし無償化するとしたら予算は幾らぐらい必要でしょうか。 

○池田学校教育部学校保健課長 令和８年度の給食費額と予定生徒数で試算しますと、５億８千万

円程度が見込まれるところでございます。 

○品田委員 ５億８千万円とのことです。子ども基金の活用で中学生も無償化できないかと考えた

りしたのですが、子ども基金が枯渇してしまうような金額でした。無理ということがよく分かりま

した。 

 で、国立の学校や私立の学校は対象外になっております。これまで助成した実績はあるのでしょ

うか。そして、次年度、その国立や私立の学校に通わせている親への支援はあるのでしょうか。 

○池田学校教育部学校保健課長 本市が実施する学校給食については市立の小中学校を対象として

おり、これまでの学校給食に係る支援は市立の小中学校のみが対象であり、令和８年度についても

同様の対応となります。 

○品田委員 これまでも、令和８年度も、助成はなしということです。結構、お金が、保護者負担

が授業料も含めて結構高いということですのであれですけども、まあ、仕方ないというか。 

 では、次に、給食のアレルギー対策の現状について伺っていきたいと思います。 

○池田学校教育部学校保健課長 アレルギーのある児童生徒に対しては、原因となる食物を除いて

提供する、弁当を持参していただく、代わりの食物に置き換えるといった対応をしております。ア

レルギー専用の調理機器のない学校調理所では、安全性を担保する対応を優先し、専用調理室が整

備されている東旭川学校給食センターでは、卵のみ、アレルギー対応食の提供を行っております。 

○品田委員 アレルギー対策で弁当持参の子の人数と、親への支援策は取り組まれているのか、伺

います。 

○池田学校教育部学校保健課長 アレルギー対策として弁当を持参いただく場合の対応について

は、給食の一部と持参した弁当を食べる一部弁当対応と、除去品目が多く調理所での対応が困難な

場合は全て弁当を持参いただく完全弁当対応とがあり、令和７年度は、一部弁当対応が小学校２１

０人、中学校８５人、完全弁当対応が小学校９人、中学校３人となっております。 

 アレルギー対応が必要となる児童生徒への支援については、現在、牛乳アレルギーに対し、年度

末に牛乳代に相当する金額を返金する対応を行っており、完全弁当対応については給食費の徴収は

行っておりません。 

○品田委員 完全弁当対応は小学校が９人、中学校が３人と数は少ないですけれども、一部弁当対

応というのが小学校が２１０人、中学校が８５人と結構な人数がおります。 

 不登校の児童生徒に関わる給食対応についても伺います。 

○池田学校教育部学校保健課長 不登校を含む長期欠席者の給食については、事前に保護者から給

食中止の申出があり、給食実施日に連続して１０日以上欠席した場合、給食費の減額を行う対応を

しております。 
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○品田委員 それでは、アレルギー対策で弁当持参の子や不登校の児童生徒の分も支援基準額が来

ると思うんですけれども、食材費等として親や保護者等に支給することは可能なんでしょうか。 

○池田学校教育部学校保健課長 現在は、先ほど御答弁申し上げました牛乳アレルギーの牛乳代の

返金や長期欠席者の給食費の減額対応は行っておりますが、それ以外に食材費等の支援は行っては

おりません。 

 給食の提供を必要としない、いわゆる非喫食者に対する対応について、国は、このたびの給食費

無償化の中では学校設置者の判断に委ねるとし、今後、支援対象となり得る非喫食者の範囲や対応

例を示すとしており、それらを参考にしながら今後の対応を検討してまいります。 

○品田委員 今回の中では、学校設置者の判断に委ねられているということですね。本当に検討を

お願いいたします。 

 それでは、まだ先のことですけれども、令和１１年度に開設を目指している学びの多様化学校で

の給食提供の有無はいかがでしょうか。 

○池田学校教育部学校保健課長 学校給食の提供に当たりましては、予定される食数に応じて事前

に食材を発注し、準備を行っております。不登校特例校であります学びの多様化学校については、

児童生徒の状況により登校する人数があらかじめ想定しづらいといった面がございます。その一方

で、他の自治体では、学びの多様化学校に通うようになった児童生徒の出席率は高くなっていると

の情報もありますことから、他都市の状況等も参考にしながら、本市としての対応を検討してまい

ります。 

○品田委員 ぜひ、対応をお願いいたします。 

 気になる点をいろいろ伺ってきました。昨日の横山委員の質疑で、食材費や光熱費の値上げが見

込まれることや、国の支援金の見通しは何もないという指摘がありました。本当にそのとおりだと

思います。 

 無償化を実現した今津市長の英断には賛成いたします。が、保護者負担なしを継続できるよう

に、厳しい市の財政管理を私たち市議も責任を持ってしっかり監視、検証していくように努めてい

かなければならないと思います。ということを申し上げて、この項目の質問は終わります。 

 続きまして、各種大会選手派遣等推進費について伺います。 

 全国大会に出場する場合の派遣、遠征に関わる補助については、中村のりゆき委員が質問してお

りまして、ほぼ網羅されていたかと思いますが、数点だけ確認させていただきたいと思います。 

 まず、各種大会選手派遣等推進費のここ３年間の補助実績を全道、全国に分けてお示しくださ

い。 

○江渕学校教育部学務課長 小中学校を合わせました直近３年間の補助金の交付実績につきまして

は、令和５年度は、全道大会では、６８２人に対し、４８１万５９５円、全国大会では、１０８人

に対し、５３５万７千３０２円で、全道・全国大会を合わせて７９０人に対し、１千１６万７千８

９７円、令和６年度は、全道大会５４６人に対し、４９４万５４７円、全国大会１３８人に対し、

６３０万６千４２５円で、全道・全国大会を合わせて６８４人に対し、１千１２４万６千９７２

円、令和７年度は、現在までの実績で、全道大会５０４人に対し、３９７万７千５６円、全国大会

１６７人に対し、７２３万３千６４９円で、全道・全国大会を合わせて６７１人に対し、１千１２

１万７０５円となっております。 
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○品田委員 令和５年度が７９０人、６年度が６８４人、今年度が現在までの実績で６７１人、旭

川市、本市の多くの小中学生が全道大会や全国大会に出場して活躍していることがうかがえます。 

 では、今年度までの１人当たりの補助金額と改善された次年度からの補助額、そして、トータル

の予算額をお示しください。 

○江渕学校教育部学務課長 派遣費の補助につきましては、児童生徒の派遣に要する経費のうち交

通費と宿泊費を交付対象としており、いずれも２分の１以内で上限額を定めておりますが、１人当

たりの交通費と宿泊費を合計した金額を支給するものでございます。 

 補助金額につきましては、いずれも１人当たりとなりますが、交通費については、全道大会に出

場する場合は４千５００円から５千円に、全国大会の場合は３万８千円から４万円に、また、宿泊

費につきましては、全道・全国大会のいずれの場合においても１泊につき４千円から５千円に引上

げようとするものでございます。 

 令和８年度の予算額につきましては、小学校は２０４万円、中学校は１千９４万８千円を計上し

ているところでございます。 

○品田委員 昨年も質問して、会派としても要望してきたことなので、補助金額について拡充して

いただいたことは評価したいと思います。 

 一方、旭川市中学校連盟と吹奏楽連盟が選手を派遣する場合に、補助するだけではなく、条件を

緩和し、補助対象の枠の拡充を図ることも求めてきたのですが、そちらの改善はできないのでしょ

うか。 

○江渕学校教育部学務課長 本補助事業につきましては、小中学校の教育活動への支援を目的とし

ており、中学校連盟等の学校活動に関わる大会を対象としてございます。他の大会に参加する児童

生徒への補助につきましては、スポーツの推進や文化芸術の向上を目的とする他の補助事業におい

て対応しているものと認識しております。 

○品田委員 学校教育部所管の補助金のほかに、社会教育部と観光スポーツ部所管の補助事業があ

ることは承知しています。全国大会等に進んだ際には、どの補助事業に該当するのか、毎回、相談

を受けたりしたときに、改めてその担当のところに相談させていただき、いや、これはうちでない

ねと言われて、じゃ、別のところを当たるというようなことをしてきていましたので、非常に煩雑

だなと思って、制度がいろいろあって、ちょっとあれだなと思っていました。分かりづらいなとい

うふうに思っていました。 

 そして、旭川を代表して出場するっていうことは同じなのに、補助金額に大きな差があることに

も疑問を抱いてきました。 

 また、事業によっては、予算の範囲内ということで、早い者勝ち的でありました。全国大会出場

が多いときは、年度後半に大会出場が決まった場合は、残っている予算の範囲内と言われ、予算が

なくて全く受けられないという事例もあったと聞いています。予算があるので仕方ないこととは思

うんですが、補正予算を組んででも平等な扱いにすべきだと思ってまいりました。 

 一般的に予算の範囲内で補助事業を行っているとは思いますが、この各種大会選手派遣等補助事

業では、年度前半に開催される大会出場だけが補助を受けることができて、年度後半の大会出場者

は予算がなくなったために補助を受けられないなどの事例はないのか、確認したいと思います。 

○江渕学校教育部学務課長 本補助事業におきましては、年度途中に予算に不足が生じた場合につ
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きましては、大会の開催時期による不公平が生じないよう、財政部局と協議の上、予算を確保し、

補助金を交付しているところでございます。 

○品田委員 学校教育部の補助金については、不公平が生じないように対応しているということ

で、よかったと思います。 

 社会教育部が所管している文化芸術関係全国大会遠征補助金についても伺いたいと思います。 

 これは、補正予算でも議決されており、先日の公明党の中村のりゆき委員の質疑でもありました

が、確認の意味で、改めて今回の拡充について伺いたいと思います。 

 また、学校教育部の各種大会選手派遣等推進費は全道大会も対象となっておりますが、社会教育

部の補助金は対象となっているかについても併せて伺いたいと思います。 

○坂本社会教育部文化振興課長 文化芸術関係全国大会遠征補助金の、令和８年度から適用する拡

充内容についてでございます。 

 全国大会の道内開催につきましては、これまでの１人５千円を１万円に、道外開催につきまして

は１人８千円を１万５千円に、補助率につきましては３分の１を２分の１に、補助の上限額につい

ては、道内開催５万円だったのが３０万円に、道外開催８万円を４５万円に拡充することとしてお

ります。 

 また、対象となる大会につきましては、地区大会などの予選会を経て出場する全国規模の大会を

対象としておりまして、全道大会は対象とはしておりません。 

○品田委員 大きく改善していただいたことはよかったなと思います、本当に。ですが、まだこち

らも全道大会は対象としていないということです。 

 大会選手等の派遣費補助金は、小中学校の教育活動を助成することを目的とした制度とのことで

すが、今後の部活の地域移行も踏まえて、他補助事業と併せて制度内容を整理し、大会等派遣に対

する補助事業を一本化することは考えていただけないでしょうか。で、より手厚い内容になるよう

に、そして、新たに事業を創設すること、そういうことで検討していただくことはできないでしょ

うか。 

 部課をまたぐことではありますが、見解を伺いたいと思います。 

○菅野副市長 大会への派遣に係る補助制度についてのお尋ねでございます。 

 昨日も中村のりゆき委員さんから様々な御指摘もございました。市としては、全国大会などに出

場する場合の派遣、遠征の支援については、それぞれの部局が所管している事業の中で、新年度、

その補助額の拡充を行ってきたところでございます。それは、これまでも各団体からの御要望もあ

りましたし、議会の中でも御指摘がございました。それを踏まえて拡充を図ってきたところではご

ざいますけども、今ほど一本化というお話でございました。 

 昨日の質疑の中でも、やはり、担当する部局がばらばらで、そこそこの考え方があって、これま

での経緯も含めて、なかなか公平な制度にはなり切っていないという御指摘もいただきました。今

ほどもそうでございますけども、ただ、例えば、小中学校の授業に関わるような部活動であるなら

ば、その申請やなんかについては、その部活動を担当している顧問の先生であったり学校の教頭先

生であったり、ふだんから学校教育部とお付き合いのある方が相談に来られることになりますし、

あるいは、学校を離れていろんな団体で活動している方については、その団体、チームの代表者で

あったり、あるいは、それを所管する旭川地区の各協会の事務局をやっている方であったり、会長
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さんであったりが申請、相談に来られるということで、窓口としての業務に鑑みますと、補助金で

は一本化ということはあるかもしれませんが、その団体との関わり方は多岐にわたるわけでござい

まして、補助金の部分だけ別に考えるかどうかというのは、やっぱり、組織的にどうあるべきかと

いう議論が必要かなというふうに考えてございます。 

 ただ、今、御指摘があったように、その制度によって、その額も含めてばらばらであるというと

ころについては、やはり、部局間の調整であったり連携はより一層必要なのかなというふうに思っ

ていますし、目的が同じで、対象となる人であったり、対象である大会の要件であったりが同じよ

うなものであるならば、やはり、公平性の観点である程度同一のものがいいのかなというのはござ

いますので、次年度以降の課題にはなりますけれども、その利用の実態だとか制度の課題を踏まえ

て、より公平性の観点から、どのような制度設計がいいのか検討する必要があるというふうに考え

てございます。 

○品田委員 ぜひ、よろしくお願いします。 

 これで、私の質疑を終えたいと思います。 

○塩尻委員長 理事者交代のため、暫時休憩いたします。 

休憩 午後３時５４分 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

再開 午後３時５５分 

○塩尻委員長 再開いたします。 

 御質疑願います。 

○えびな委員 たけいし市議のシリーズの、何の受験に落ちたかシリーズで、私も、高校進学時に

陸上自衛隊の高等工科学校の試験に落ちたことがあります。学費が無料で、通いながら給料ももら

えるということで、国の役にも立って親孝行もできるかなという、そういう、甘い、ちょっと考え

で受験をしたんですけど、残念ながら落ちてしまいまして、今こうして立っております。そんなカ

ミングアウトもしながら、まず、子育て支援部に伺ってまいります。 

 令和８年度は、小学校の給食費無償化や子ども未来リユースバンク事業が行われるなど、旭川の

子育てを取り巻く環境は一段とよくなってくるのかなというふうに捉えております。全体の旭川市

の予算は、一般会計と特別会計、合わせて過去最大の予算約３千８３億円が示されていますが、そ

の中でも未来への投資の一つが奨学金なのかなというふうに思っております。 

 文部科学省が所管する独立行政法人日本学生支援機構によると、奨学金とは、憲法、教育基本法

に定める教育の機会均等の理念の下、経済的理由で修学が困難な優れた学生等に学資の貸与及び給

付を行う制度だということでございます。 

 日本の奨学金制度には様々な問題点が指摘されていますが、１つ目として、ほとんどが貸与型奨

学金であり、返済義務が生じるため、卒業後の生活に大きな影響を与えること、２つ目に、返済負

担が重く、平均借入総額が３００万円を超え、社会人になった途端に多額の借金を背負うことにな

ること、そして、３つ目に、有利子奨学金の割合が増加しており、利息の負担が多く、返済が滞る

と年１０％という高い延滞金が発生し、元金が減らないケースに陥る可能性があるということだそ

うです。 

 日本の大学の学費や生活費は高騰しており、特に私立大学の学費は年々増加傾向にありますか
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ら、奨学金なしでは大学進学が困難な家庭が増えているということでございます。これは、子育て

にお金がかかる要因の一つだと思うんですけれども、こういった理由から、奨学金制度は改善や改

革が求められているそうです。 

 欧米諸国では、教育を個人の投資というより社会全体の投資と考えている国も多く、例えば、公

的負担の比率を多くして学費が安く抑えられていたり、給付型奨学金の制度が充実していたり、ま

た、専門分野や多子世帯に対しての優遇があったり、海外一流大学へ進学する際の厚い支援があっ

たりと、日本の事情とは大きく違う印象を受けました。教育は、一人一人の生き方や幸せに直結す

るとともに、社会発展の根幹をつくります。また、一人の天才の発明や発見によって、世の中が大

きく変わり、社会にイノベーションが起こり得るということを考えると、我が国はもっと教育に投

資をしてもいいのかもしれません。 

 さて、目線を本市に向けて、給付型奨学金について伺ってまいります。 

 まず、育英事業特別会計１款１項２目の育英資金給付型奨学金の事業の趣旨及び概要についてお

示しください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 育英資金給付型奨学金は、修学に対する意欲、能力がありな

がら経済的理由によって子どもの教育を受ける機会が制限されることのないよう、教育の機会均等

に寄与することを目的に、所定の要件を満たした方に対し、返還の必要のない給付型の奨学金を支

給するものであります。 

 制度の概要につきましては、高校１年生の保護者等を対象とした給付型奨学金では、国公立の高

校で６万円、私立で７万円、通信制で３万円を一時金として支給いたします。また、翌年度に大学

や専門学校に進学する予定の学生を対象とした給付型奨学金では、入学準備金として、自宅通学の

場合で３０万円、自宅外通学の場合で５０万円を一時金として支給し、入学後の２年目からは奨学

金として年額１０万円を卒業年次まで支給いたします。 

○えびな委員 まずは、教育の機会均等に寄与するということが目的だというお話がありました。 

 高校１年生の保護者等を対象とした給付型奨学金では一時金が支給され、大学や専門学校に進学

する予定の学生を対象とした給付型奨学金では、自宅通学の場合で合計６０万円、自宅外通学の場

合で８０万円が合計で支給されるということで、昨日の質疑でも金額について触れられていまし

た。 

 今日は、大学や専門学校に進学する予定の学生を対象としている給付型奨学金のことについて伺

いたいと思います。 

 所定の要件を満たした方に対し、返還の必要のない給付型奨学金を支給するとしていますが、対

象者の要件についてお示しください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 大学等に在学する者に係る給付型奨学金の要件につきまして

は、旭川市奨学金支給条例第６条及び第１０条に規定されており、主な要件としましては、生計維

持者が旭川市民であること、申請者及び生計維持者等に本市の市税、貸与型の奨学金及び入学仕度

金に滞納がないこと、翌年度に学校教育法に規定する大学、短大、専門学校に入学を予定してい

て、旭川市内及び近隣８町に所在する高校等に在学していること、また、旭川工業高等専門学校に

在学しており、同校の第４学年に進級を予定していること、生計維持者の申請年度の都道府県民税

及び市区町村民税の税額控除前の所得割額の合計が２５万７千５００円未満の世帯であること、学
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業優秀の要件として高校入学から申請直近までの５段階評定の平均が４．３以上であることなどと

なります。 

○えびな委員 これは、旭川市奨学金支給条例で規定されているんですね。生計維持者が旭川市民

でなければならない、また、学業優秀じゃないと支給を受けられないということなど、８つの要件

について御説明いただきました。人生、いつ、何が起こるか分からないですし、また、我々も急に

無職になることもあり得ますし、逆境に負けず、勉学に励む学生を抱える子育て世帯にはありがた

い制度だというふうに思います。 

 先ほど挙げていただいた要件の中で、学校教育法に規定する大学、短大、専門学校に入学を予定

しているという要件がありましたけれども、いろいろな学校がある中で、学校教育法に規定してい

る学校に限定している理由についてお尋ねいたします。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 本奨学金は、教育の機会均等に寄与することを目的に、日本

学生支援機構の給付型奨学金給付制度を参考に制度を構築しており、同機構は学校教育法に規定す

る学校を対象としております。これは、学校教育法に規定する学校は、文部科学省の基準を満たし

た正規の教育機関であり、確実な修学環境の保障や確実な学校運営の下、教育を受ける機会を提供

していることによるものです。 

○えびな委員 学校教育法に規定する学校は、正規な教育機関かつ確実な学校環境であるから奨学

金を受けられるということで、日本学生支援機構のスキームを参考にしているとのお答えでござい

ました。 

 どれぐらいの人数がこの奨学金を活用しているのかということで、大学等への給付型奨学金の令

和８年度の予算額についてお示しください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 大学等の給付型奨学金の予算としましては、３１７名分７千

１７０万円を計上しております。内訳といたしましては、令和８年度新規申請分の入学準備金が１

００名分５千万円と、奨学金の支給予定者として令和５年度に選考した９５名分９５０万円、令和

６年度に選考した１２０名分１千２００万円、令和７年度に選考した旭川工業高等専門学校生２名

分２０万円となります。 

○えびな委員 現在３１７名の学生が給付型奨学金を活用しているとのことです。本市には優秀な

学生さんが大変多いなという印象でありますが、これまでの大学等への給付型奨学金の選考実績や

入学準備金の自宅外・自宅通学や進学先の内訳についてもお伺いいたします。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 令和５年度から事業を開始しておりますので、過去２年の実

績となりますが、令和５年度の奨学生の選考実績としましては、１１８名を選考しており、内訳と

しましては、入学準備金が自宅通学４０名、自宅外通学７５名となっており、奨学生の進学先では

大学と短大で７９名、専門学校３６名、旭川工業高等専門学校の進級が３名でした。令和６年度の

選考実績としましては、１２３名を選考しており、内訳としましては、入学準備金が自宅通学５６

名、自宅外通学６４名となっており、奨学生の進学先では大学と短大で８４名、専門学校３６名、

旭川工業高等専門学校の進級が３名でありました。 

 なお、旭川工業高等専門学校の４年生に進級する方は、大学等への進学者とは少し違い、入学準

備金の対象とはしておりませんが、４年生から奨学金１０万円を支給しております。 

○えびな委員 いろいろとお示しをいただきました。学校教育法に規定する学校の中でも、専門学



- 794 - 

校を選ばれて進学されている方もたくさんいらっしゃるなという印象です。 

 令和５年度と令和６年度で、それぞれ各年度全体の半数近くの奨学生が専門学校に進学している

とのことですけれども、どういった分野の専門学校に進学しているのか、お聞かせください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 専門学校につきましては、目的に応じ、工業、農業、医療、

衛生、教育・社会福祉、商業実務、服飾・家政、文化・教養の８つの分野に区分されますが、奨学

生の進学先としましては、医療分野で看護、歯科衛生、衛生分野で調理師、理容・美容、教育・社

会福祉分野で保育、幼児教育、社会福祉、商業実務分野で経理、医療秘書、文化・教養分野でアニ

メ、ゲーム、音楽、ダンス、声優などのエンターテインメント系やクリエーティブ系、ペットトリ

マーなどと、様々な専門学校に進学しております。 

○えびな委員 現在の流行といいますか、エンターテインメント系やクリエーティブ系を含む実に

様々な分野へ進学しているということが分かりました。優秀な子どもたちがしっかりと未来を見据

えて決めた進路ですから、皆、それぞれの道で成功してほしいと願います。 

 さて、大学等への給付型奨学金の給付を受けた奨学生のうち、半数以上の方が市外に転出し、進

学するとのことですが、大学等の卒業後の進路について把握しているのか、お伺いいたします。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 卒業後の進路についてですが、これまで選考した奨学生がこ

の３月に初めて専門学校や短期大学を卒業することとなり、奨学金の給付が終了となる方が２０名

程度おられますので、これらの方には、今後、アンケート調査により進路の把握を予定しておりま

す。 

○えびな委員 始まったばかりの給付型奨学金ということでございますので、もちろん教育の機会

均等ということに寄与する、子どもたちを応援するためのものでもありながら、選考されて進路を

決めて巣立っていった子どもたちがどういう世界で活躍するかということも、事業の結果が見える

のはその先でもありますから、調査をしっかりと行っていただきたいなというふうに思います。 

 さて、育英資金給付型奨学金のうち、令和８年度の大学等への予算額が７千１７０万円というこ

とでありましたが、その財源についてはどのようになっていますでしょうか。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 育英資金給付型奨学金は、大学等の入学準備金なども含め、

全額、旭川市育英事業基金を財源としており、基金を取り崩して財源に充てております。 

○えびな委員 全額、旭川市育英事業基金を取り崩して財源に充てているとのことでございまし

た。 

 その旭川市育英事業基金の原資についてお示しください。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 旭川市育英事業基金は、昭和３９年に条例を制定し、学生、

生徒の修学助成に必要な経費の財源に充てるため、これまで、多くの企業、団体、個人の皆様から

の御寄附を積み立ててまいりました。近年におきましては、ふるさと納税などの個人からの寄附金

が主となっておりますが、市内の企業や団体からも、長年にわたり継続して御寄附をいただいてい

るところでございます。 

○えびな委員 多くの企業、団体、そして個人の皆様からの、そしてまた、ふるさと納税の御寄附

が財源となっているということでございます。 

 では、育英事業基金へ積み立てた過去５年間の寄附金額の推移についてお尋ねいたします。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 過去５年間の寄附金額の推移ですが、令和２年度は約１億５
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千４０５万円、令和３年度は約６千２９４万円、令和４年度は約７千１１４万円、令和５年度は約

５千１４万円、令和６年度は約８千６３万円となっております。 

 なお、令和２年度までは、寄附金額全額を基金に積み立てておりましたが、令和３年度からは寄

附金額の一部をふるさと納税に係る経費に充てる仕組みに変更していることから、同年度から積立

てが大きく減少しております。 

○えびな委員 令和２年度は約１億５千４０５万円あった寄附ですが、令和３年度から、寄附金額

の一部がふるさと納税に係る経費に充てる仕組みに変わったことから、積立てが減少しているとの

ことでございました。 

 この育英事業基金の取崩し額の推移と、今後の見込みについてはどのようになっていますでしょ

うか。 

○田上子育て支援部子育て助成課長 育英事業基金におきましては、令和元年度から取崩しを行っ

ており、過去５年間の実績としましては、令和２年度は３千２６７万６千円、令和３年度は２千１

６６万円、令和４年度は２千９５７万６千円、令和５年度は８千５２９万５千円、令和６年度は７

千９０９万７千円となっております。 

 貸付けの状況や育英事業の制度が大きく変動しないことが前提となりますが、令和９年度以降に

は１億円程度の取崩しとなり、毎年、寄附金収入が６千万円程度とすると、基金は毎年４千万円程

度減少する見込みであります。 

○えびな委員 令和６年度決算事項別明細書で育英事業基金の令和６年度の決算年度末現在高が９

億３千７７０万９千円となっておりますので、毎年、数千万円、基金が減少していくと、寄附の状

況にもよりますけれども、二十数年後には財源がなくなる可能性があるということなのかなという

ふうに思います。 

 そのような状況の中、今後、企業版ふるさと納税を活用するなど、旭川市の地場産業の支援やそ

の産業の人材育成、そして、地域に根差し、雇用や投資を生むような新たな給付型奨学金事業の検

討が必要であるというふうに考えます。 

 例えば、旭川家具といいますと、近年、高額なふるさと納税を受ける対象となっていますけれど

も、地域原産の木材を加工し、付加価値をつけて販売する、持続可能な性格を持った製造業の一つ

でもあります。旭川がユネスコのデザイン都市として登録されることにも一役買った産業でありま

すね。こういったものづくりを担う職業に直結する学校のコースを選ぶ子どもたちに対して、成績

と各種要件を緩和してでも奨学金を給付する価値はあるのではないでしょうか。 

 旭川市にある高等技術専門学院の造形デザイン科は、学校教育法に規定する学校ではありません

が、在学中に木工機械の操作方法を取得し、家具製作の技能五輪へ参加できるなど、卒業すれば本

市の家具づくりの即戦力となり得ます。 

 こちらのコースについて、お隣の東川町は、企業版ふるさと納税を原資とした大学進学奨学助成

金の支給対象となっているようです。 

 こういった考えを踏まえつつ、やはり、新たな給付型奨学金事業の枠組みが必要だというふうに

思いますけれども、見解をお聞かせください。 

○向井子育て支援部長 これまで、育英事業では、子どもたちが自分自身の夢を実現するために、

経済的な理由により修学を諦めることがないよう、戦後間もない昭和２７年から貸付事業を開始し
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ましたが、近年は、大学等の卒業後における奨学金の返済というところが、人によっては、もう卒

業した段階で数百万円の借金というようなことも問題になってきているというふうに認識をしてお

ります。 

 そうしたこともありまして、令和２年度からは、高校１年生を対象とした給付型の奨学金を実施

しており、令和５年度には、給付型奨学金の対象を大学等に在学している学生に拡大し、制度開始

以降、七十数年という長きにわたり、多くの学生を支援してまいりました。 

 一方で、先ほど課長からも御答弁をいたしましたが、本事業の原資は多くの皆様からの御寄附を

活用しておりますが、現在の決算状況が今後も続くと仮定した場合、少し先の話にはなりますけれ

ども、基金の枯渇も想定されるところであり、今後も本事業を安定的に維持していくためには、し

っかり財源を確保していくことが重要であるというふうに考えております。 

 一方、若者を取り巻く環境も大きく変わっており、進学や就職、職業の選択など、ここ近年、一

層多様化してきているものと認識をしており、やはり、ニーズに合った事業でなければならないと

いうふうにも考えております。 

 現在、当部の奨学金の対象校につきましては、学校教育法に基づく文部科学省の認可を受けたも

のが対象校とはなっておりますけれども、今、委員のほうからも御提案のありました奨学金などを

含め、今後の子ども、若者への効果的な支援の在り方につきましては、新たに設置するこども・女

性・若者未来部において、関係する部局とも情報共有を図りながら、他の施策と併せて総合的に検

討してまいります。 

○えびな委員 前向きな答弁と捉えますので、ぜひ、実現に向けてしっかりと頑張っていただきた

いというふうに思います。 

 御寄附をしていただく企業、団体、個人の皆様も、少なからずとも旭川に関係のある方々かなと

いうふうに思います。現状の旭川市奨学金支給条例が日本学生支援機構の制度を参考にして構築さ

れているのは分かります。一方で、教育の機会均等を目指すと同時に、地域も発展していく持続可

能な奨学金事業の在り方について、引き続き考えていただきたいというふうに思います。 

 いろいろと聞いてまいりましたが、菅野副市長にも、これからの給付型奨学金事業についての御

所見をお伺いいたします。 

○菅野副市長 旭川市独自の給付型の奨学金につきましては、今津市長が就任されて以降、今津市

長から具体的な検討を指示されてここまで制度設計をされてきたものでございますけれども、ただ

いま、質疑の中で、学校教育法以外の部分、特に高等技術専門学院のお話もされてございました。

修学機会を確保するという観点はもちろんでございます。そのために、学校の成績であったり経済

的な部分について要件にさせていただいてございますけども、高等技術専門学院については、開校

から数年後ぐらいに短期大学にならないかっていう御要望を道に対して何年か続けてやっていたわ

けでございますけれども、なかなかかなわず、今の状況に至ってございます。間違いなくあそこも

教育機関でございまして、特に、委員から御指摘もありましたように、ものづくりの分野では、昨

年の技能五輪で、北海道を代表する選手がこの地域から９人出たんですけど、そのうち３人が建築

大工部門で、その中で、唯一、入賞した方が、女性の方ですけども、高等技術専門学院の卒業生で

あったということで、間違いなくこの学校は地域のものづくりの担い手を育成していただいてい

る。それ以外にもデザインの分野でも活躍されている方もいらっしゃいますんで、ものづくりにつ
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いては本市やこの地域にとっての誇れる特性でもありますし、デザインを含めて、本市が世界にア

ピールできる分野でもございますので、やはり、そこの担い手を育成するということは、修学とい

うことを超えて、私は必要な部分でもあるのかなというふうに思います。学校への就学として見る

のか、地域経済の担い手対策として見るのか、それによって制度設計であったり、担当部局が変わ

るんですけれども、その部分で支援が必要だということになりますと、やはり、市としても検討す

る必要があるなというふうに考えてございます。 

 いずれにしても、経済的な理由でなかなか修学機会に恵まれない方がいるとするならば、それを

支えるのもやっぱり社会の責任でございますので、そういう意味では、市としても責任を持って検

討する必要があると考えてございます。 

○えびな委員 私も高校を卒業してから旭川を出ましたが、子どもたちを旭川に縛りつけておくの

ではなく、たくさん学んで、いろんな経験をして、それでもふるさとがいいと成長して戻ってきて

くれる子どもたちが、さらに旭川によい循環をつくり出していく、そんな持続可能な形がふるさと

発展の鍵になっていくのではというふうに思っております。これから生まれてくる子たちがさらに

よい環境で学び、育っていくことを願いながら、この項目についての質疑を終わります。 

 次に、豊かな心を育成する教育推進費について、学校教育部に伺ってまいります。 

 代表質問でも、豊かな心について触れさせていただきました。旭川市学校教育基本計画では、豊

かな心を育む教育の充実という取組が定められ、主に、道徳教育の推進、体験活動の充実、地域の

教育資源の活用等を掲げています。 

 文部科学省では、豊かな心について、「他人を思いやる心、生命や人権を尊重する心、自然や美

しいものに感動する心、正義感や公正さを重んじる心」などというふうに定義をしています。埼玉

県でも、豊かな心の育成を施策目標に掲げていますが、その中で、「家庭や地域の教育力の低下を

背景に、子供たちの生活習慣の乱れや規範意識の低下、人間関係の希薄化」が進行していることを

挙げながら、「社会全体が多様化する中で、自らの人生や社会における答えが一つに定まらない問

いを受け止め、多様な他者と議論を重ね、自分も周囲も納得できるものを見いだす力が求められ」

ているというふうにしています。また、「子供たちの思いやりの心や規範意識、学習意欲、目的意

識、望ましい勤労観・職業観などの豊かな人間性や社会性を育むためには、他者との関わりや社

会、自然環境の中での様々な体験活動を充実させていくことが重要」だというふうにも述べていま

す。 

 旭川市は自然環境が豊かであるということは、皆様も御賛同いただけるのかなというふうに思い

ます。では、本市ではどのように豊かな心の教育を推進しているのかということで伺ってまいりま

す。 

 １０款１項３目の豊かな心を育成する教育推進費について、事業の内容と予算の概要をお示しく

ださい。 

○中山学校教育部教育指導課主幹 豊かな心を育成する教育推進費につきましては、児童生徒の豊

かな心を育成するため、専門家との体験的活動やワークショップを通じまして、多様性を認め合う

ことや、夢や目標を持つことなどの価値を学ぶ機会を設けることを目的として実施しております。 

 予算につきましては、報償費として３０万円を計上いたしまして、１校当たり３万円で１０校に

おいて実施となっております。 
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○えびな委員 専門家との体験的活動やワークショップを１０校で実施するということでございま

す。 

 １校当たり３万円の予算でありますけれども、講師はどのような人材を活用しているのでしょう

か。 

○中山学校教育部教育指導課主幹 講師につきましては、パラリンピック出場経験者やパラスポー

ツ指導者など、第一線で活躍した経験を有するパラアスリートを活用しております。 

○えびな委員 パラリンピック等のアスリートが講師になってくださっているとのことですが、こ

れは、始めてから何年目の取組で、どのような内容の取組なのか、お示しください。 

○中山学校教育部教育指導課主幹 本事業につきましては、令和５年度より開始いたしまして、次

年度が４年目となります。 

 児童生徒がパラトライアスロンや車いすバスケットボールなどのパラスポーツ体験や、講師の経

験に基づく講話を通じまして、障害への理解を深めるとともに、他者のことを自分事として考える

心、可能性に挑戦する勇気、夢や目標を持つ力などを身につける教育プログラムとなっておりま

す。 

○えびな委員 個別の資料もいただきましたが、あすチャレ！という日本財団のプログラムを実施

しているとのことでございました。 

 豊かな心を育むということは、なかなか成果のはかり方が難しいと思いますが、実際に受講した

子どもたちからはどのような声があるのでしょうか。 

○中山学校教育部教育指導課主幹 子どもたちからは、話を聞いたり一緒に遊んだりしてみて障害

がある人も普通に生活をしていて特別な人ではないと分かったや、障害があってもなくても自分を

信じて挑戦することが大切であると学んだといった声が届いております。 

○えびな委員 共生社会ですとか多様性といった部分で、大切なことを学べる取組かなというふう

に思います。 

 私も、小学生の親でありまして、ＰＴＡ活動にも携わっておりますが、先日、御縁があって、旭

川出身の元プロ野球選手である牧谷宇佐美選手の講演を聞く機会がありました。旭川実業高校で活

躍後、ヤクルトスワローズにドラフト２位で入団し、引退後はファイターズベースボールアカデミ

ーや本市のチームでも野球を教えるなど、ふるさとの役に立ちたいという熱い思いを持った方でし

た。 

 今、コロナ禍を経て、やはり、社会と子どもたちの結びつきというのが弱くなっているような気

がしております。地域の子どもと話せる機会も少ないですし、子どもへの声かけもしにくい社会に

なってきたのかなというふうに思います。ふだん、大人と接するのも親と先生だけという子どもも

増えてきているのではないでしょうか。こういった元プロまで行った地元出身の先輩は、子どもた

ちも耳を傾けやすいのかなというふうに見ていて感じました。 

 講演について、どんな内容でも対応できますとのことでしたので、努力を継続できるメンタルに

ついてというお話をお願いしました。例えば、一部を紹介しますと、子どもたちに、みんな、本当

に、本当に努力しているかっていうふうに聞くんですね。素振りにしても、気が向いたときだけじ

ゃなくて、毎日、目標を立ててこつこつやっていますかと。そして、才能がある人より１．７倍鍛

錬すればある程度戦えるようになるということを、ヤクルト時代の大物選手のストイックさを例に
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出して、才能と努力は掛け算ですよというふうに言うんですね。例えば、５段階で２くらいの選手

が普通の人の３倍努力したら６、だけど、才能が５であっても１の努力の選手であったら５という

ことで、努力すればその才能が５の選手にも負けない、そういうような仕組みになっているという

経験談を語っていただきました。 

 では、大谷選手やダルビッシュ選手はどうかといいますと、彼らは５掛ける５だ、五五、二十五

で絶対に勝てないというふうにおっしゃっていました。練習量も練習方法も半端じゃないし、体の

ためにスパゲッティに塩だけしかかけない、ミートソースをかけたらおいしいというのは分かって

いるんだけれども、炭水化物を取るための食事摂取だということで塩だけしかかけないという、そ

ういうストイックさをプロになりたい君たちは追求できるのかというようなお話も聞くことができ

ました。 

 学校の先生や親が言うよりも説得力がありますよね。講演は親も子どもも参加できたのですが、

話の終わりに時間を取って子どもたちともキャッチボールをしていただきました。子どもたちは、

皆、目がきらきらしていて、本市の子どもたち皆さんに聞いていただきたいなというような内容で

ありました。 

 旭川は、こういった牧谷選手をはじめ、数多くのプロ選手やアスリートを輩出しています。その

ような方々の生きた声を有効活用することが大切であると考えますが、見解をお聞かせください。 

○工藤学校教育部教育指導課長 これからの社会におきまして、様々な文化や価値観を背景とする

人々と尊重し合いながら共生していくため、児童生徒に、相手を思いやる心や、自他を大切にし、

認め合う態度などを育むことは重要であると認識してございます。 

 本事業を実施した学校からは、障害を乗り越え、競技に取り組む姿に勇気づけられ、前向きな目

標を立てて意欲的に生活しようとする児童生徒が増えたとの報告ですとか、本物に触れる体験的活

動の価値を再確認する声が寄せられておりまして、児童生徒にとってプロ選手の講話などを通じて

学ぶ機会は非常に有意義であるものと考えております。 

○えびな委員 さて、私も最近教えていただいたんですけれども、旭川というのは金メダルのまち

だそうです。何でも、日本の都市の中で最も金メダリストを多く輩出しているまちで、ちなみに、

２位は福岡市ということで、たけいしさんから教えてもらいました。やはり、スポーツ王国を目指

すにふさわしいんじゃないかなというふうに思います。 

 このような人材の活用を推進できるよう、市内の各小中学校に周知することが大切であると考え

ますが、どういった方法があるのか、お聞かせください。 

○工藤学校教育部教育指導課長 本事業につきましては、市内全小中学校に対し、周知を図り、学

校の希望に応じて実施しているところでありまして、プロ選手をはじめ、様々な分野で活躍する人

材を講師とした授業を行うことは、子どもたちの豊かな人間性を育む貴重な機会になると考えてお

り、人材リストに掲載するなど周知の方法を工夫し、こうした人材の活用がさらに進められるよう

働きかけを行ってまいります。 

○えびな委員 旭川市の人材リストに掲載し、周知の方法を工夫するとのことでありました。ぜ

ひ、郷土愛にあふれる牧谷選手もリストに加えていただきたいというふうに思います。 

 ところで、この人材リストはどのような方々がいらっしゃるのでしょうか。 

○工藤学校教育部教育指導課長 本市の人材リストには、環境、自然、芸術、教育、福祉、ボラン
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ティア、地域社会、文化、国際理解といった様々な分野において、警察、旭山動物園、税務署など

の公的機関をはじめとしまして、市内企業、ＮＰＯ法人、スポーツ団体のほか、各種専門家などが

地域人材として登録をされております。 

○えびな委員 人生の先輩には、成功も失敗も含め、経験があります。学校の先生と親だけではな

く、こういった各分野での先輩を通した社会との結びつきも、豊かな心を育み、ひいては豊かな社

会をつくっていくのではないかというふうに思います。 

 市内には５０の小学校があり、１万３千人ほどの生徒がいます。今年度の事業費は３０万円で１

０校ということですが、人材リストには様々なカテゴリーの方がいることから、本来だったらもっ

と事業が多くてもいいのではないかなというふうに考えます。こういった豊かな心を育成するため

の大変有効な取組をぜひ大切にしていってほしいというふうに思いますけれども、教育長の見解を

お伺いいたします。 

○和田教育長 子どもたちが自らのよさや可能性を信じまして人生を切り開いていくことができる

よう、先ほど主幹からも御答弁を申し上げましたように、パラスポーツ経験や講話、あるいは、先

ほど委員のほうからも元プロ野球選手の講演の話がございましたが、様々な方と関わる体験活動を

通じて、多様な価値観に触れ、自立心や相手を思いやる心をはじめとした豊かな心を育成すること

は非常に重要であると考えております。 

 また、先日１４日に開催しました子ども議会におきましても、参加した子どもたちからは、専門

家による学びの機会を増やしてほしいとの声もございました。 

 教育委員会といたしましては、今後とも、各学校に人材リストの積極的な活用を働きかけるな

ど、様々な分野で活躍する方々から学ぶ機会の充実を図りまして、豊かな心を育成する教育活動を

着実に推進してまいります。 

○えびな委員 前述の牧谷選手は、１９９８年のドラフトから２００９年まで１１年間、プロに居

続けました。これは、単に運ではないというふうにおっしゃっています。最初は１４０キロの球を

投げるピッチャーとして入団しましたが、紆余曲折あって打者に転向、１軍での成績は２打数０安

打ということだったそうです。 

 講演は、このように締めくくられました。結果的に、たった２打席のためだったかもしれないけ

れども、本気で悩んで、努力して、準備して試合に備えました、だからこそ、その手を抜かない姿

を見ていた人が次の道に引き上げてくれました、プロになるというのは本当に大変なことだけれど

も、その後の人生のほうが長い、たとえその競技で成功しなくても、努力することを怠らないこと

でほかの世界でも十分に通用する人材になるはずですというふうにおっしゃっていました。 

 さて、この項目の冒頭、旭川市の豊かな心を育む教育の充実には、道徳教育の推進、体験活動の

充実、地域の教育資源の活用の３つが掲げられていると申し述べました。今回のＰＴＡを通した講

演では、この３つ全てに当てはまる事業であったのかなというふうに思います。 

 子ども議会でも、専門家による学びの機会を増やしてほしいという声があったということで、ぜ

ひ、各分野で成果を上げている、地元に根差した方々の協力を得ながら、学校と家庭と社会と一体

で子どもたちの豊かな心を育んでいただきたいとお願いを申し上げます。 

 最後に、長い市役所での経験の中で、たくさんの経験をしてこられた、もう豊かな心を持ってい

らっしゃるんじゃないかなというふうに思うんですけど、菅野副市長に豊かな心について思いを伺
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って、私の質疑を終わりといたします。 

○菅野副市長 質疑を聞いていて、豊かな心と、心が豊かなのとは違うのかどうなのか、ちょっと

考えながら質疑を聞いていたんですけど、豊かな心であっても、心が豊かであっても、それぞれそ

の豊かさを感じるのは個々に違いがありますので、僕は、定義化して、例えば、一生懸命努力して

優秀な成績を得た人が豊かな心を持っているだとかだけではなくて、普通に生活していても、人を

傷つけないだとか、迷惑をかけない、そういう生活をし続けている方も私は認めるべきだと思って

いますし、社会は多様な中で成り立っていますんで、その多様性であったり、違う価値観を認め合

ったり、尊重できるような、そういう大人に成長していただきたいなというふうには常々思っては

います。 

 豊かな心あるいは心の豊かさ、ちょっと違うかどうか、本当に分からないんですけども、例え

ば、充足感とか満足感というような精神的なものだけでは見られないと思うんですよね。あるい

は、お金があるとか、ないとか、経済的なものだけでもはかれないと思っています。少なくとも、

生きている上で楽しみがあるのかどうか、そこは、私は豊かさにつながっていくような気がしま

す。 

 今、御質疑があったように、小中学生に様々な経験を持っている人を紹介してお話を聞く機会と

いうのは、僕は、新たな楽しみを見つける機会でもあると思うし、楽しみに価値観を持つ、それを

感じる機会でもあると思いますんで、子どもたちにとっては非常に大事な機会だと思います。そう

いう意味では、子どもの成長の糧には間違いなくなりますので、こういう事業をもっと積極的に進

めていくのが必要なのかなというふうに思います。 

 ３９年、市役所の職員になって、副市長になって、これまで勤めてございましたけども、決して

私自身が豊かな心を持っているとは思っていませんので、卒業後、少しでもその豊かさを感じられ

るような、そういうような生き方をしていきたいなと考えてございます。 

○塩尻委員長 それでは、本日の分科会は、以上で終わりたいと思います。 

 なお、明日午前１０時から、本日に引き続き分科会を開きますので、定刻までに御参集願いま

す。 

 本日の分科会は、これで散会いたします。 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

散会 午後４時３８分 

 

 


